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I. はじめに 

2025 年 3 月 5 日、サステナビリティ基準委員会（SSBJ）は我が国最初のサステナビリテ

ィ開示基準（以下あわせて「SSBJ 基準」という。）を公表した1。 

 サステナビリティ開示ユニバーサル基準「サステナビリティ開示基準の適用」（以下

「適用基準」という。） 

 サステナビリティ開示テーマ別基準第 1 号「一般開示基準」（以下「一般基準」とい

う。） 

 サステナビリティ開示テーマ別基準第 2 号「気候関連開示基準」（以下「気候基準」

という。） 

 
 

 
1 https://www.ssb-j.jp/jp/ssbj_standards/2025-0305.html 

また、SSBJ は、SSBJ 基準をより使いやすくするため、サステナビリティ開示基準検索システム

「ASSET-SSBJ」を開発し、2025 年 3 月 17 日より運用を開始した。キーワードにより基準間の検索

がしやすくなるとともに、SSBJ 基準の全体又は一部を印刷することが可能となっている。 

適用基準 一般基準 気候基準

◇公表基準等の解説◇

SSBJ 基準の概要 
サステナビリティ基準委員会（SSBJ） 

ディレクター 小西 健太郎 

ディレクター   桐原 和香 
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国内基準開発  

  

2 

本稿では、SSBJ 基準について概説する。なお、本稿の意見にわたる部分は筆者の私見で

あり、SSBJ の公式見解ではないことをあらかじめ申し添える。また、記述している情報は、

本稿執筆時点（2025 年 6 月 30 日現在）の情報であることもご留意いただきたい。 

II. サステナビリティ開示のエコシステム 

本題に入る前に、サステナビリティ開示のエコシステム（【図表 1】参照）とその中で

の SSBJ の位置付けを確認しておく。なお、ここでは金融商品取引法の枠組みにおける開示

を想定している。 

SSBJ は、我が国におけるサステナビリティ開示基準を開発する開示基準設定主体である。

SSBJ では、SSBJ 基準の開発にあたり、国際的な開示基準設定主体（例えば、国際サステ

ナビリティ基準審議会（以下「ISSB」という。）が開発する国際的なサステナビリティ開

示基準（例えば、IFRS サステナビリティ開示基準（以下「ISSB 基準」という。））と国

際的に整合性のある基準を開発することとしている。 

【図表 1】 サステナビリティ開示のエコシステム 

 

一方、我が国におけるサステナビリティ保証基準を開発するのは保証基準設定主体であ

る。具体的には、企業会計審議会と自主規制機関がこれに該当すると考えられる。これら

の保証基準設定主体では、我が国のサステナビリティ保証基準の開発にあたり、国際的な

保証基準設定主体（例えば、国際監査・保証基準審議会（IAASB））が開発する国際的な

サステナビリティ保証基準と国際的に整合性のある基準を開発することになると考えられ

る。 
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当局

どの企業に対しいつから
開示を求めるのかを決定

どの企業に対しどの程度の保証
をいつから求めるのかを決定
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どの企業に対していつから SSBJ 基準に基づく開示を求めるのかを決定するのは、証券規

制当局、具体的には金融庁である。金融庁は、金融審議会の下に「サステナビリティ情報

の開示と保証のあり方に関するワーキング・グループ」を設置しており、このワーキン

グ・グループの検討結果に基づき、SSBJ 基準の適用対象企業及び適用時期等について法令

において定めることが想定されるものの、2025 年 6 月 30 日現在、公表されていない。 

同様に、サステナビリティ保証基準について、どの企業に対してどの程度の水準の保証

をいつから求めるのかを決定するのも、証券規制当局である。こちらについても、前述の

ワーキング・グループにおける検討結果に基づき、金融庁が法令において定めることが想

定されるものの、2025 年 6 月 30 日現在、公表されていない。 

III. サステナビリティ開示基準の開発の経緯 

1. ISSB 設立前のサステナビリティ開示基準をめぐる国際的な動向 

【図表 2】 ISSB 設立時における主要な設定主体 

 
出典：各団体のウェブサイトにおける情報に基づき 2021 年 5 月以前の状況にて SSBJ 事務局により作成 

国際サステナビリティ基準審議会（ISSB）が設立される以前は、【図表 2】に示すよう

に、サステナビリティ開示基準について、さまざまな開示基準及びフレームワークの設定

主体が、それぞれ異なる目的で、それぞれの関係者のニーズに合わせた基準を開発してい

た。このため、開示内容のばらつきが大きく、開示の一貫性や比較可能性を担保するにあ

たり、これらの開示基準及びフレームワークを収斂させることが求められていた。また、

サステナビリティ開示は、企業による自発的な取組みを中心に進められてきたため、開示

情報の一部には、投資者の意思決定との関連性が乏しい情報が含まれる場合があった。 
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さらに、サステナビリティ関連のテーマの中でも、特に気候変動については、経営者が

自社のリスク及び機会として気候変動による影響をどのように評価し、経営戦略に反映し

ているかを示す情報が求められていた。 

このような状況において、投資者の意思決定に資する、グローバルで一貫した比較可能

性のあるサステナビリティ関連財務情報の開示基準を開発することを期待され、2021年 11

月に ISSB が設立された。 

ISSB は、国際的なサステナビリティ開示基準の開発にあたり、世界的に統一的な基準が

適用されることを望む関係者の喫緊のニーズを踏まえ、白紙の状態から基準の開発を始め

るのではなく、【図表 3】に示すように、既存の基準やフレームワークを基礎として開発

することとした。ISSB は、これを「グローバル・ベースライン」と位置付けたうえで、

ISSB 基準の要求事項とは別に、各法域において追加の開示要求を定めることができるとし

た。 

【図表 3】 ISSB 基準の特徴 

 

2023 年 6 月、ISSB は、最初の ISSB 基準となる IFRS S1 号「サステナビリティ関連財務

情報の開示に関する全般的要求事項」（以下「IFRS S1号」という。）及び IFRS S2 号「気

候関連開示」（以下「IFRS S2 号」という。）を公表した。 

2. サステナビリティ基準委員会（SSBJ）の設立と ISSB 基準に相当する基準の開発 

SSBJ は、ISSB が国際的なサステナビリティ開示基準を開発するために設立されたこと

を受け、我が国におけるサステナビリティ開示基準の開発と国際的なサステナビリティ開

示基準の開発に対する意見発信を行うための体制整備の必要性等が関係者より示されたこ

とを踏まえ、公益財団法人財務会計基準機構（FASF）内に 2022 年 7 月に設立された。 

SSBJ は、高品質で国際的に整合性のあるサステナビリティ開示基準を開発するにあたり、

グローバル・ベースラインとされる ISSB 基準と整合性のあるものとすることが関係者にと
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って有用であると考え、IFRS S1 号に相当する基準及び IFRS S2 号に相当する基準の開発

に取り組むこととした。 

その後、SSBJ は、2024 年 3 月及び 2024 年 11 月に公開草案を公表した。国内外からあ

わせて約 130 通のコメントが寄せられ、これらに基づいた再審議の結果、本稿において解

説する 3 つの基準を公表した。 

なお、2024 年 3 月に公表した公開草案からの主な変更点は、【図表 4】のとおりである。 

【図表 4】 公開草案からの主な変更点 

 

IV. SSBJ が公表する文書の種類 

1. 適正手続規則による文書の分類 

【図表 5】 SSBJ が公表する文書の種類 

 

SSBJ は、その母体組織である公益財団法人財務会計基準機構（FASF）の「サステナビ

リティ開示基準の開発に係る適正手続に関する規則」（以下「適正手続規則」という。）

対 応主な論点

削除指標の報告のための算定期間
（適用基準案第71項並びに気候基準案第53項及び第54項）

削除ガイダンスの情報源の適用可能性を考慮する際の文書化
（適用基準案BC80項及び気候基準案BC50項）

削除レジリエンスの評価の頻度（一般基準案第26項）

削除スコープ1、スコープ2及びスコープ3の温室効果ガス排出の絶対総量の合計
値の開示（気候基準案第49項）

削除同じ目的において複数の内部炭素価格を用いる場合及び複数の目的で内
部炭素価格を用いる場合の取扱い（気候基準案第85項及び第86項）

当面の扱い
を追加

ファイナンスド・エミッションにおける世界産業分類基準（GICS）の取扱い
（気候基準案C8項(1)②及び(2)①並びにC9項(1)②及び(2)①）

委員会の
承認手続

公開草案の
公表は必要か

SSBJ基準を
構成するか

文書の種類

議決
（第14条第1項）

必要
（第19条第1項）

構成する
（第11条）

サステナビリティ開示基準

1. ユニバーサル基準

2. テーマ別基準

3. 産業別基準

4. 実務対応基準

了承
（第14条第4項）

必要と認められる
場合に公表

（第19条第1項）

構成しない
（第12条）

補足文書

なし不要構成しないSSBJハンドブック
（SSBJ事務局作成資料）

※カッコ内は、公益財団法人財務会計基準機構における「サステナビリティ開示基準の開発に係る適正手続に関する
規則」の条文番号
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に従い、基準開発を行っている。適正手続規則の内容に基づき、SSBJ が公表する文書の種

類は、【図表 5】のように整理される。 

2. サステナビリティ開示基準 

サステナビリティ開示基準は、SSBJ 基準を構成するものである。したがって、SSBJ 基

準に準拠している旨を表明するにあたっては、そのすべてに従わなければならない。適正

手続規則では、サステナビリティ開示基準について【図表 6】のように区分している。 

【図表 6】 SSBJ が開発するサステナビリティ開示基準の種類 

 

【図表 6】のうち、2025 年 3 月に SSBJ が公表した基準は、サステナビリティ開示ユニ

バーサル基準（適用基準）とサステナビリティ開示テーマ別基準（一般基準及び気候基準）

である。 

3. 補足文書 

適正手続規則は、SSBJ がサステナビリティ開示基準の補足文書を公表することができる

としている。補足文書は、サステナビリティ開示基準を追加又は変更するものではなく、

サステナビリティ開示基準の適用にあたって参考となる文書である。したがって、SSBJ 基

準に準拠している旨を表明するにあたり、補足文書の内容に従う必要はない。 

ISSB は、ISSB 基準に関する付属ガイダンス及び教育的資料（以下「教育的資料等」と

いう。）を公表することがあり、これらは ISSB 基準を構成しないため、ISSB 基準を適用

するにあたり従わなければならないものではないものの、ISSB 基準の適用において参考に

なるものであるとされている。 

SSBJ は、基準を適用した結果として開示される情報が国際的な比較可能性を大きく損な

わせないものとなるようにすることを意図して基準開発を行っているため（適用基準

BC11 項）、ISSB が公表する教育的資料等のうち、ISSB 基準の適用において参考となるも

のについて、SSBJ 基準の適用にあたっても参考にできるように、SSBJ の了承を得たもの

を補足文書と位置付けることとしている。 

概 要区 分

サステナビリティ開示基準の全体像の説明
及び基本となるルール

サステナビリティ開示ユニバーサル基準

サステナビリティ情報に関する全般的な開示
及びテーマ別の開示を定める基準

サステナビリティ開示テーマ別基準

サステナビリティ情報に関する産業別の開示
を定める基準

サステナビリティ開示産業別基準

上記のいずれにも該当しない分野について、
一定の開示を定める基準

サステナビリティ開示実務対応基準
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補足文書は、SSBJ のウェブサイトにおいて公表している2。 

【図表 7】 SSBJ 基準と補足文書の関係 

 

【図表 8】 2025 年 6 月末までに SSBJ が公表した補足文書 

 

 
2 https://www.ssb-j.jp/jp/supplementary_documents.html 

ISSB基準 SSBJ基準

IFRS S1号

IFRS S2号
一般基準

気候基準

適用基準

SSBJ基準に準拠した
旨を表明するにあたり

ISSBが公表する文書 SSBJが公表する文書

従わなければならない

従う必要はない

ISSBの教育的資料等 補足文書

ISSBの
付属ガイダンス

ISSBの
教育的資料

相当する基準

SSBJの了承を
得たもの

ISSBの
付属ガイダンス

ISSBの
教育的資料

目的名称

ISSB基準の付属ガイダンスをSSBJの補足文書として位置
付けるもの

IFRS S1号に関する付属ガイ
ダンス

1

ISSB基準の付属ガイダンスをSSBJの補足文書として位置
付けるもの

IFRS S2号に関する付属ガイ
ダンス

2

気候関連のリスク及び機会の「自然及び社会的側面」を考
慮すべきかどうか、また考慮する場合、どのように考慮すべき
かについて、設例を用いて説明するもの

気候関連のリスク及び機会の
自然及び社会的側面

3

ISSB基準におけるSASBスタンダードの位置付けを説明し
たうえで、具体的なSASBスタンダードの利用方法を説明す
るもの

ISSB基準における要求事項を
満たすための「SASBスタンダー
ド」の使用

4

ISSB基準における「現在の及び予想される財務的影響」の
要求事項について説明するもの

現在の及び予想される財務的
影響

5

重要性がある（material）情報の特性並びにサステナビリ
ティ関連のリスク及び機会の概念について説明するもの

サステナビリティ関連のリスク及
び機会、並びに重要性がある
情報の開示

6

「過大なコストや労力をかけずに利用可能な、すべての合理
的で裏付け可能な情報」等の適用上の課題に対処した定め
について説明するもの

プロポーショナリティのメカニズム7

IFRS S2号「気候関連開示」における、温室効果ガス排出
に関する要求事項について、Q&A形式により説明するもの

IFRS S2号「気候関連開示」
の適用にあたっての温室効果ガ
ス排出の開示要求

8

https://www.ssb-j.jp/jp/supplementary_documents.html
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4. SSBJ ハンドブック 

SSBJ ハンドブックは、SSBJ 基準を利用する際の便宜を考慮して SSBJ 事務局が作成する

解説であり、SSBJ の議決や了承は要求されておらず、SSBJ 基準を構成するものではない。 

したがって、SSBJ 基準に準拠している旨を表明するにあたり、SSBJ ハンドブックの内

容に従う必要はなく、基準の定めを満たすうえで、より適切な方法がある場合には、その

方法に従うことができる。 

SSBJ ハンドブックに含める論点は、関係者のニーズが高いもの（これまでに SSBJ に質

問が多く寄せられたもの等）から、SSBJ 事務局のリソース等を考慮して決定することとし

ている。なお、SSBJ ハンドブックの内容は実務の進展等により随時更新することを予定し

ている。 

SSBJ ハンドブックについても、SSBJ のウェブサイトにおいて公表している3。 

【図表 9】 SSBJ ハンドブックの位置付け 

 
 

V. SSBJ 基準総論 

1. 適用対象企業 

前述の「II. サステナビリティ開示のエコシステム」で述べたように、金融商品取引法の

枠組みにおいてどの企業に対していつから SSBJ基準に基づく開示を求めるのかを決定する

のは金融庁である。このため、SSBJ 基準は、適用対象企業を定めていないものの、金融商

品取引法の枠組みにおいて SSBJ 基準が適用されること、特にグローバル投資家との建設的

な対話を中心に据えた企業であるプライム上場企業が適用することを想定して開発を行っ

た。 

同時に、プライム上場企業以外の企業が SSBJ 基準に従いサステナビリティ関連財務開示

を作成することを奨励すべきとの考えから、SSBJ 基準は、プライム上場企業以外の企業

（例えば、金融商品取引法以外の法令の定めに基づき SSBJ 基準に従った開示を行う企業や、

 
3 https://www.ssb-j.jp/jp/related_information.html 

• SSBJ事務局が公表する解説（SSBJが公表する文書ではない）

• SSBJ基準を構成しない

• SSBJ基準に準拠した旨を表明するにあたり、従う必要はない

• 基準の定めを満たすうえで、より適切な方法があれば、その方法に従うこ
とができる

• 関係者のニーズが高いもの（これまでにSSBJに多くの質問が多く寄せら
れたもの等）から、SSBJ事務局のリソース等を考慮して順次作成する

• SSBJハンドブックの内容は、実務の進展等により随時更新する

https://www.ssb-j.jp/jp/related_information.html
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任意で SSBJ 基準に従った開示を行う企業）も適用することができるようにしている。ただ

し、SSBJ 基準は、基本的にプライム上場企業以外の企業に固有のニーズを考慮して開発し

たものではない。 

2. 適用時期 

SSBJ 基準は、適用対象企業と同様に、強制適用時期を定めていない。前述の「II. サステ

ナビリティ開示のエコシステム」で述べたように、金融商品取引法の枠組みにおいてどの

企業に対していつから SSBJ 基準に基づく開示を求めるのかを決定するのは金融庁である。

本稿執筆時点（2025 年 6 月 30 日現在）において、SSBJ 基準の適用を求める法令は公表さ

れていないが、SSBJ 基準に従った開示を行うことを要求する法令において、本基準の適用

時期が定められた場合には、これに従うことになる。 

また、任意で SSBJ 基準に従った開示を行う場合、SSBJ 基準の公表日以後終了する年次

報告期間に係るサステナビリティ関連財務開示から適用することができる（適用基準第 92

項、一般基準第 41 項及び気候基準第 101 項）。 

なお、SSBJ 基準の適用にあたっては、適用基準、一般基準及び気候基準を同時に適用し

なければならない（適用基準第 91 項、一般基準第 40 項及び気候基準第 100 項）。 

3. 経過措置 

SSBJ 基準では、法令の定めに基づき SSBJ 基準に従った開示を行う場合と任意で SSBJ 基

準に従った開示を行う場合のそれぞれについて経過措置を定めており、一部の経過措置に

ついては SSBJ 基準を適用する最初の年次報告期間に適用される経過措置としている。 

【図表 10】 経過措置（法令の定めに基づく開示の場合のまとめ） 

 

経過措置を
適用できる報告期間

経過措置を
適用するための条件

経過措置の内容

最初の年次報告期間－比較情報の開示の免除
（適用基準第93項、一般基準第42項、気候基準第102項）

1

最初の年次報告期間

(2年目の年次報告期間にお
ける比較情報の開示も要求さ
れない)

－気候関連のリスク及び機会以外に関する情報
の開示の免除 （適用基準第94項）

2

最初の年次報告期間

(その後の報告期間において、
比較情報として表示するにあた
り、引き続き適用できる)

最初の年次報告期
間の直前の年次報
告期間において、
左記の方法を用い
ていた場合

GHGプロトコル（2004年）又は法域の当局
若しくは企業が上場する取引所が要求している
方法以外の測定方法の使用（気候基準第103項(1)）

3

最初の年次報告期間

(その後の報告期間において、
比較情報として表示するにあた
り、引き続き適用できる)

－スコープ3温室効果ガス排出（ファイナンスド・エミッショ
ンに関する追加的な情報を含む）の開示の免除

（気候基準第103項(2)）

4

最初の年次報告期間2の経過措置を適
用した場合

気候関連のリスク及び機会に関する比較情報
の開示の免除 （適用基準第95項(1)）

5
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法令の定めに基づき SSBJ 基準に従った開示を行う場合、それ以前に任意で SSBJ 基準に

従った開示を行っていたかどうかにかかわらず、当該法令に基づき SSBJ基準を適用する最

初の年次報告期間を「法令の定めに基づき SSBJ基準を適用する最初の年次報告期間」とし

ている。 

一方、任意で SSBJ 基準に従った開示を行う場合とは、法令の定めに基づき SSBJ 基準を

適用するのではなく、企業が自発的に SSBJ 基準のすべての定めに準拠した開示を行う場合

をいい、法令の定めに基づき本基準の適用時期を早める場合は該当しない。 

SSBJ 基準では、任意で SSBJ 基準に従った開示を行う場合の別段の定めとして、前報告

期間に係る比較情報を開示しないことができる旨を定めている（適用基準第 73 項(2)）。

このため、SSBJ 基準は、任意で SSBJ 基準に従った開示を行う場合の経過措置として、法

令の定めに基づき SSBJ基準に従った開示を行うときに適用可能な経過措置のうち、比較情

報に関する定めを除いたものを定めている。 

【図表 11】 経過措置（任意で SSBJ 基準に従い開示する場合のまとめ） 

 

4. SSBJ 基準の構成 

SSBJ は、基準を適用した結果として開示される情報が国際的な比較可能性を大きく損な

わせないものとなるようにすることを意図して基準開発を行っている。このため、ISSB 基

準の内容を取り入れる場合であっても、主として基準の読みやすさを優先して ISSB 基準の

定めの順番等を入れ替えたり、用語を言い換えたりしたうえで、SSBJ 基準を定めている。 

ISSB が開発した IFRS S1 号は、そのタイトルのとおり、全般的な要求事項を定めており、

サステナビリティ関連のリスク及び機会に関して開示すべき事項（以下「コア・コンテン

ツ」という。）を定めた部分と、コア・コンテンツ以外のサステナビリティ関連財務開示

を作成する際の基本的な事項を定めた部分とで構成されている。IFRS S1 号のコア・コン

テンツに関する定めは、具体的に適用される ISSB 基準が存在しない場合に適用することと

経過措置を
適用できる報告期間

経過措置を
適用するための条件

経過措置の内容

最初の年次報告期間

(2年目の年次報告期間にお
ける比較情報の開示も要求さ
れない)

－気候関連のリスク及び機会以外に関する情報
の開示の免除 （適用基準第96項）

1

最初の年次報告期間

(その後の報告期間において、
比較情報として表示するにあた
り、引き続き適用できる)

最初の年次報告期
間の直前の年次報
告期間において、
左記の方法を用い
ていた場合

GHGプロトコル（2004年）又は法域の当局
若しくは企業が上場する取引所が要求している
方法以外の測定方法の使用（気候基準第105項(1)）

2

最初の年次報告期間

(その後の報告期間において、
比較情報として表示するにあた
り、引き続き適用できる)

－スコープ3温室効果ガス排出（ファイナンスド・エ
ミッションに関する追加的な情報を含む）の開
示の免除

（気候基準第105項(2)）

3
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されている。また、IFRS S2 号は、気候関連に特化したコア・コンテンツの開示について

定めている。IFRS S1 号と IFRS S2 号とで基準の文言が重複していることがあるが、これ

らの基準に基づく開示は重複を避けることとされている。 

SSBJ は、SSBJ 基準の開発にあたり、IFRS S1 号に相当する基準について、基本的な事項

を定める「適用基準」と、コア・コンテンツを定める「一般基準」とに分けて示すことと

した（【図表 12】及び【図表 13】）。 

【図表 12】 ISSB 基準の構成との比較 

 

この点、ISSB 基準と基準の構成を合わせるという観点から、IFRS S1 号に相当する基準

についても、単一の基準とすることが考えられた。しかし、IFRS S1 号における、サステ

ナビリティ関連財務開示を作成する際の基本的な事項を定める部分と、コア・コンテンツ

を定める部分とに分けた方が、基準が読みやすくなること、また、このように分けること

により、IFRS S1 号のコア・コンテンツを定める部分に相当する基準と IFRS S2 号に相当す

る基準とを対比しやすくなること等の理由により、2 つの基準に分けることとした。 

ISSB基準

SSBJ基準

適用基準 一般基準 気候基準

（基本となる事項を定めた部分） （コア・コンテンツ）
目的

範囲

概念的基礎

全般的要求事項

判断、不確実性及び誤謬

適正な表示

重要性（materiality）

報告企業

つながりのある情報

ガイダンスの情報源

情報の記載場所

報告のタイミング

比較情報

準拠表明

判断

測定の不確実性

誤謬

目的

範囲

コア・コンテンツ

ガバナンス

戦略

リスク管理

指標及び目標

目的

範囲

コア・コンテンツ

ガバナンス

戦略

リスク管理

指標及び目標

IFRS S1号 全般的要求事項 IFRS S2号 気候関連
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【図表 13】 ISSB 基準の構成と SSBJ 基準の構成の関係 

 

なお、SSBJ 基準に準拠している旨を表明するためには、SSBJ 基準のすべての定めに従

わなければならないことに留意する必要がある。 

5. 開発にあたっての基本的な方針 

【図表 14】 開発にあたっての基本的な方針 

 

SSBJ は、SSBJ 基準の開発にあたり、基準を適用した結果として開示される情報が国際

的な比較可能性を大きく損なわせないものとなるようにするため、次の基本的な方針を定

めた。 

IFRS S2号
気候関連開示

サステナビリティ開示基準の適用
（「適用基準」）

気候関連開示基準
（「気候基準」）

一般開示基準
（「一般基準」）

テーマ別基準

IFRS S1号
全般的要求事項

ISSB基準 SSBJ基準

ユニバーサル基準

基本となる
事項を

定めた部分
基本となる事項を定めた部分

コア・
コンテンツ

コア・
コンテンツ

コア・
コンテンツ

コア・
コンテンツ

ISSB基準 SSBJ基準

IFRS S1号

IFRS S2号
一般基準

気候基準

適用基準

原則として
要求事項を

すべて取り入れる

相応の理由が認められる場合
SSBJ基準独自の取扱いを

選択肢として追加
（例：マーケット基準、規模に関する情報）

必要と認められる場合
ISSB基準にない定めを追加

（例：公表承認日、準拠法令）

ISSB基準に
基づく開示

SSBJ基準に
基づく開示

国際的な
比較可能性

1

2 3
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(1) 国際的な整合性を図るという場合、ISSB 基準との整合性を図ることを基礎とすること

とし、原則として ISSB 基準の要求事項をすべて取り入れる。 

(2) 相応の理由が認められる場合には、ISSB 基準の要求事項に SSBJ 基準独自の取扱いを

追加し、ISSB 基準の要求事項に代えて SSBJ 基準独自の取扱いを選択することを認め

る。 

(3) ISSB 基準と異なる定めを置くことにはならないものの、ISSB 基準にない定めであっ

ても、個別に検討したうえで必要と認められる場合には、ISSB 基準の要求事項に追加

した定めを置く。 

(2)は、SSBJ 基準独自の取扱いを選択しなければ、ISSB 基準に準拠したことになること

を意図している。一方、SSBJ 基準独自の取扱いを選択した場合、それが直ちに ISSB 基準

に準拠しないことにはならないと考えられる。 

また、(3)は、ISSB 基準に追加して開示を要求する場合、ISSB 基準の開示を作成する過

程で入手する情報に基づき作成可能とすることを意図している。 

上述の方針に従い開発した SSBJ 基準に関して、SSBJ と ISSB は、SSBJ 基準と ISSB 基準

の間の整合性について確認している4。 

なお、SSBJ 基準の結論の背景は、ISSB 基準に要求事項がないものについて SSBJ 基準に

おいて定めを置くこととした項目及び ISSB 基準の要求事項に SSBJ 独自の選択肢を追加し

たうえで SSBJ 基準に取り入れることとした項目を中心に記述しており、ISSB 基準の結論

の根拠については詳述していない。 

6. 会計基準との関係 

サステナビリティ関連財務開示は、関連する財務諸表に含まれる情報を補足し、補完す

るものであるとされており、ISSB 基準は、関連する財務諸表がどのような会計基準に準拠

して作成されたものであっても適用できるように開発されたとされている。 

【図表 15】 会計基準との関係 

 

 
4 https://www.ssb-j.jp/jp/news_release/402639.html 

サステナビリティ
関連財務開示SSBJ基準

財務諸表

財務諸表

財務諸表

日本基準

米国基準

IFRS
会計基準

サステナビリティ
関連財務開示

サステナビリティ
関連財務開示

https://www.ssb-j.jp/jp/news_release/402639.html
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金融商品取引法上、企業は、日本基準、米国基準、指定国際基準（IFRS 会計基準）又は

修正国際基準（JMIS）により財務諸表を作成することが要求されている。このような我が

国の開示制度において、会計基準にとらわれないという考え方は受け入れられると考えら

れたことから、SSBJ 基準においても、ISSB 基準にならい、関連する財務諸表がいずれの

会計基準に準拠して作成されたものであっても適用できるように開発を行った（【図表 15】

参照）。 

7. 産業別基準の開発 

ISSB が公表した「IFRS S2 号の適用に関する産業別ガイダンス」（2023 年 6 月公表）

（以下「産業別ガイダンス」という。）は、将来において要求される開示となるべきとの

意向が ISSB より示されているものの、現時点では IFRS S2 号の一部を構成するものではな

いとされている。SSBJ は、当初は基準の一部を構成しないものの将来的に基準の一部を構

成することとなる可能性があると ISSB が位置付けた文書については、基準の一部を構成す

ることとなった時点で、SSBJ として、SSBJ が開発する基準に取り入れることを検討する

としている。このため、SSBJ 基準には産業別基準に相当する内容を含めていない。 

VI. 適用基準の概要 

以下、本節の項番号は適用基準の項番号を示している。 

1. 目的 

適用基準の目的は、SSBJ 基準に準拠したサステナビリティ関連財務開示を作成し、報告

する場合に基本となる事項を示すことにある（第１項）。 

2. 報告企業及び関連する財務諸表 

「報告企業」とは、財務諸表の作成を要求される又はこれを選択する企業をいう（第 4

項(1)）。サステナビリティ関連財務開示は、【図表 16】に示したように、関連する財務

諸表と同じ報告企業に関するものでなければならない（第 5 項）。 

【図表 16】 報告企業及び関連する財務諸表 

 

報告企業
親会社A
子会社B
子会社C

・・・

サステナビリティ関連
財務開示

財務諸表

サステナビリティ関連財務開示は、関連する財務諸表と
同じ報告企業に関するものでなければならない

補足・補完

報告企業の
サステナビリティ関連の

リスク及び機会に関する
情報を報告

報告企業の
財政状態、財務業績及び
キャッシュ・フローに関する

情報を報告
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企業は連結財務諸表と個別財務諸表の両方を作成することがあるが、報告企業は、連結

財務諸表を作成している場合は企業集団を意味しており（【図表 17】参照）、連結すべき

子会社が存在しないため連結財務諸表を作成していない場合は個別財務諸表を作成する企

業を意味している（BC32 項）。報告企業が連結財務諸表を作成している場合、サステナ

ビリティ関連財務開示は、親会社とその子会社のサステナビリティ関連のリスク及び機会

が理解できるものでなければならない（第 6 項）。 

【図表 17】 連結財務諸表を作成している場合の報告企業と企業集団の関係 

 

サステナビリティ関連財務開示は、関連する財務諸表を特定できるようにしなければな

らない。サステナビリティ関連財務開示と同じ文書において関連する財務諸表が報告され

ていない場合には、関連する財務諸表の入手方法及び関連する財務諸表の作成にあたり準

拠した会計基準の名称を開示しなければならない（第 7 項）。なお、主要な利用者が、関

連する財務諸表を特定できるのであれば、サステナビリティ関連財務開示の有用性は大き

く変わらないと考えられるため、必ずしも同じ文書において報告することは要求されない

（BC35 項）。 

3. 法令との関係 

SSBJ 基準で要求する情報が、企業が活動する法域の法令によって開示することが禁止さ

れている場合、これを開示する必要はない（第 11 項）。 

4. 商業上の機密情報 

一定の要件を満たす場合、かつ、その場合に限り、サステナビリティ関連の機会に関す

る情報が商業上の機密であると企業が判断したときには、当該情報が SSBJ 基準で要求する

情報であり、また、当該情報に重要性があったとしても、これを開示しないことができる

（第 13 項）。この定めはサステナビリティ関連のリスクに関する情報には適用されない

（第 16 項）。 

  

親会社

連結子会社 非連結子会社 関連会社

連結会計グループ

（連結の範囲）

企業集団

報告企業
＝
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5. 有用なサステナビリティ関連財務情報の質的特性 

サステナビリティ関連財務情報は、関連性があり、表現しようとしている対象を忠実に

表現するものでなければならない。関連性及び忠実な表現は、有用なサステナビリティ関

連財務情報の基本的な質的特性である（第 17 項）。 

また、サステナビリティ関連財務情報は、比較可能で、検証可能で、適時で、理解可能

であれば、その有用性が補強される。比較可能性、検証可能性、適時性及び理解可能性は、

有用なサステナビリティ関連財務情報の補強的な質的特性である（第 18 項）。 

これらの概念は IFRS S1 号の付録Ｄから SSBJ 基準に取り入れているが、その IFRS S1 号

も国際会計基準審議会（IASB）の「財務報告に関する概念フレームワーク」からこれらの

概念を取り入れている。 

6. 適正な表示 

サステナビリティ関連財務開示は、企業の見通しに影響を与えると合理的に見込み得る

サステナビリティ関連のリスク及び機会を適正に表示しなければならない（第 20 項）。

SSBJ 基準における具体的な定めを適用しただけでは、企業の見通しに影響を与えると合理

的に見込み得るサステナビリティ関連のリスク及び機会を理解するうえで不十分である場

合には、追加的な情報を開示しなければならない（第 21 項）。 

7. 集約及び分解 

SSBJ 基準の適用にあたり、すべての事実及び状況を考慮し、サステナビリティ関連財務

開示において情報をどのように集約及び分解するのかを決定しなければならない。重要性

がある情報を重要性がない情報で不明瞭にしたり、類似していない重要性がある項目を集

約したりすることによって、サステナビリティ関連財務開示の理解可能性を低下させては

ならない（第 28 項）。 

8. つながりのある情報 

次の種類のつながりを理解できるように情報を開示しなければならない（第 29 項）

（【図表 18】参照）。 

(1) その情報が関連する項目の間のつながり（企業の見通しに影響を与えると合理的に見

込み得る、さまざまなサステナビリティ関連のリスク及び機会の間のつながりなど） 

(2) サステナビリティ関連財務開示内の開示の間のつながり（ガバナンス、戦略、リスク

管理並びに指標及び目標に関する開示の間のつながりなど） 

(3) サステナビリティ関連財務開示と、その他の財務報告書（関連する財務諸表など）の

情報との間のつながり 
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【図表 18】 つながりのある情報 

 

9. 合理的で裏付け可能な情報 

SSBJ 基準が合理的で裏付け可能な情報を用いることを求めている場合、当該定めに従わ

なければならない（第 32 項）（【図表 19】参照）。合理的で裏付け可能な情報は、外部

環境の一般的な状況のみならず、企業に固有の要因も対象としなければならず、これには、

過去の事象、現在の状況及び将来の状況の予想に関する情報が含まれる（第 33 項）。 

【図表 19】 合理的で裏付け可能な情報の使用が求められる項目（項番は各基準のもの） 

 

何が合理的で裏付け可能な情報であるかを判断するにあたり、次のことを行うことが考

えられる（BC65 項）。 

(1) 合理的に利用可能なすべての情報（企業が既に有している情報を含む。）を考慮しな

ければならない。また、既知の情報を無視することは禁じられる。 

(2) 情報を使用するための適切な基礎を有し、情報が裏付け可能となるように、SSBJ 基準

の定めを満たさなければならない。 

(3) 報告期間の末日において利用可能な情報（過去の情報、現在の情報又は将来予測的な

情報（将来の状況の予想を含む。）など）を考慮しなければならない。 

サステナビリティ関連財務開示 関連する
財務諸表

ガバナンス 戦略
リスクA
リスクB
・・・

機会X
・・・

リスク管理 指標及び目標

情報が
関連する
項目の間

サステナビリティ
関連財務開示内

その他の
財務報告書との間

気候基準一般基準適用基準
SSBJ基準が合理的で裏付け可能な情報を

用いることを求めている場合

第18項－第38項リスク及び機会の識別

第24項(1)第19項(1)－予想される財務的影響

第34項－－気候関連のシナリオ分析

第69項－－スコープ3温室効果ガス排出の測定

第74項－第47項バリュー・チェーンの範囲の決定

第78項－－特定の産業横断的指標等の開示の作成
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(4) 情報の網羅的な探索を実施することは求められない（情報は過大なコストや労力をか

けずに利用可能であるべきである。）。 

10. サステナビリティ関連のリスク及び機会に関する情報の開示 

(1) 原則 

サステナビリティ関連財務開示は、企業の見通しに影響を与えると合理的に見込み得る

サステナビリティ関連のリスク及び機会に関する情報を開示しなければならない。また、

企業の見通しに影響を与えると合理的に見込み得ないサステナビリティ関連のリスク及び

機会に関する情報については、開示する必要はない（第 34 項）。 

企業の見通しに影響を与えると合理的に見込み得るサステナビリティ関連のリスク及び

機会に関する情報を開示するにあたっては、まず、さまざまなサステナビリティ関連のリ

スク及び機会の中から、企業の見通しに影響を与えると合理的に見込み得るサステナビリ

ティ関連のリスク及び機会を識別し、次に、識別したリスク及び機会に関する情報を識別

する。そのうえで、重要性の判断を踏まえ、サステナビリティ関連財務開示において開示

する情報を決定するというという 3 ステップの検討を行うことになる（【図表 20】参照）。 

【図表 20】 開示する情報の識別プロセス 

 

(2) サステナビリティ関連のリスク及び機会の識別 

① ガイダンスの情報源 

企業の見通しに影響を与えると合理的に見込み得るサステナビリティ関連のリスク及び

機会を識別するにあたり、企業は次のことを行わなければならない（【図表 21】参照）。 

サステナビリティ関連のリスク及び機会

リスク及び機会に関する情報の識別

企業の見通しに影響を与えると合理的に見込み得る
すべてのサステナビリティ関連のリスク及び機会

SSBJ基準に基づく
サステナビリティ関連財務開示

企業の見通しに影響を与えると合理的に見込み得る
すべてのサステナビリティ関連のリスク及び機会に関する情報

リスク及び機会の識別

重要性の判断

Step1

Step2

Step3
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a. 合理的で裏付け可能な情報を用いなければならない（第 38 項）。 

b. SSBJ 基準を適用しなければならない（第 40 項）。 

c. IFRS 財団が公表する「SASB スタンダード」（2023 年 12 月最終改訂）における開示

トピックを参照し、その適用可能性を考慮しなければならない。考慮した結果、適用

する場合と適用しない場合とがある（第 41 項）。なお、「SASB スタンダード」が改

訂された場合、SSBJ 基準の改正前であっても、「SASB スタンダード」の原文を参照

し、その適用可能性を考慮することができる（第 42 項）。 

d. 次のガイダンスの情報源を参照し、その適用可能性を考慮することができる（第 43 項）。 

i. ISSB が公表する ISSB 基準及び付属するガイダンス 

ii. IFRS 財団が公表する「水関連開示のための CDSB フレームワーク適用ガイダン

ス」及び「生物多様性関連開示のための CDSB フレームワーク適用ガイダンス」

（以下あわせて「『CDSB フレームワーク適用ガイダンス』」という。） 

iii. 主要な利用者の情報ニーズを満たすように要求事項が設計されている他の基準設

定主体（ISSB を含む。）による直近の公表文書 

iv. 同じ産業又は地理的地域において事業を営む企業によって識別されたサステナビ

リティ関連のリスク及び機会 

【図表 21】 リスク及び機会の識別 

 

SSBJ 基準のガイダンスの情報源に関する定めでは、「適用しなければならない」「参照

し、その適用可能性を考慮しなければならない」「参照し、その適用可能性を考慮するこ

とができる」という表現を用いており、【図表 22】のように説明している（適用基準

BC78 項）。 

任意（参照し、その適用可能性を考慮することができる）

リスク及び機会を識別するにあたりSSBJ基準を適用しなければならない (第40項)

• ISSB基準及び付属するガイダンス (第43項）

• 「CDSBフレームワーク適用ガイダンス」

• 主要な利用者の情報ニーズを満たすように要求事項が設計されている他の基準設
定主体(ISSBを含む)による直近の公表文書（以下「他の基準等」という）

• 同じ産業又は地理的地域において事業を営む企業（以下「同業他社等」という）によって
識別されたサステナビリティ関連のリスク及び機会

• 産業別基準であるSASBスタンダード（2023年12月最終改訂版又は改訂された
場合の最新版）における企業に関連する産業の開示トピックを参照し、その適用可
能性を考慮しなければならない (第41項及び第42項)

• 考慮した結果、適用しないと結論付ける場合もある (第41項)

加えて
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【図表 22】 ガイダンスの情報源に関する定めの種類 

 

上述の「適用可能性を考慮しなければならない」という定めに関して、SSBJ 基準は、考

慮したガイダンスに記載されている事項について網羅的に検討することを想定していない。

このため、例えば、どの産業に関するガイダンスを参照することとしたのか、当該産業に

関するガイダンスに記載されているリスク及び機会のうち、どれを企業のリスク及び機会

として識別したのか、当該産業に関するガイダンスにおけるリスク及び機会について記載

されている指標等のうち、どれについて開示することとしたのか等について、その理由を

検討することが考えられる。 

【図表 23】 適用可能性の考慮 

 

なお、2024 年 3 月に公表した公開草案では、企業がガイダンスの情報源を考慮した証跡

を残すことが有用と考えられることから、SSBJ 基準独自の定めとして、「適用可能性を考

慮しなければならない」という定めを満たすために企業がどのような検討を行ったのか、

その考慮の過程についての概要が理解できるものを、報告期間ごとに文書として明確にす

ることが考えられるという記載を結論の背景に含めることを提案していたが、SSBJ 基準の

内容を可能な限り ISSB 基準にあわせるため、この定めは削除している。 

  

• 当該ガイダンスに記載されている事項（例えば、特定の指
標を開示すること）が要求されることを意味している

適用しなければならない

• 当該ガイダンスを参照し、その適用可能性を考慮すること
は要求されるものの、当該ガイダンスに記載されている事
項（例えば、特定の指標を開示すること）は要求されな
いことを意味している

• このため、考慮した結果、適用する（例えば、開示する）
と結論付ける場合と、適用しない（例えば、開示しない）
と結論付ける場合とがある

参照し、その適用可能性を
考慮しなければならない

• 当該ガイダンスを参照することも、その適用可能性を考慮
することも要求されないことを意味している

参照し、その適用可能性を
考慮することができる

✓ どの産業に関するガイダンスを参照することとしたのか

✓ 当該産業に関するガイダンスに記載されているリスク
及び機会のうち、どれを企業のリスク及び機会として
識別したのか

✓ 当該産業に関するガイダンスにおけるリスク及び機会
について記載されている指標等のうち、どれについて
開示することとしたのか

✓ ・・・・・・
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② サステナビリティ関連のリスク及び機会の範囲の再評価 

重大な事象が発生した場合又は状況に重大な変化が発生した場合、バリュー・チェーン

を通じて、影響を受けるすべてのサステナビリティ関連のリスク及び機会の範囲を再評価

しなければならない（第 44 項）。より頻繁に再評価することもできる（第 45 項）。 

【図表 24】 サステナビリティ関連のリスク及び機会の範囲の再評価 

 

(3) バリュー・チェーンの範囲の決定 

「バリュー・チェーン」とは、報告企業のビジネス・モデル及び当該企業が事業を営む

外部環境に関連する、相互作用、資源及び関係のすべてをいう（第 4 項(12)）。具体的に

は、報告企業の生産活動以外に、原材料調達、加工、物流などの上流での活動や、最終消

費者による使用、消費などの下流での活動がバリュー・チェーンの範囲に含まれると考え

られる（【図表 25】参照）。 

【図表 25】 バリュー・チェーンの範囲 

 
出典：環境省「環境報告のための解説書～環境報告ガイドライン 2018 年版対応～詳細解説」をもとに作成 

例えば・・・

• 企業のバリュー・チェーンにおける重大な変化

企業のバリュー・チェーンにおけるサプライヤーが、
温室効果ガス排出を著しく変化させるような
変更を行うなど

• 企業のビジネス・モデル、活動又は企業構造の
重大な変化

企業のバリュー・チェーンを拡張する合併又は
買収など

• サステナビリティ関連のリスク及び機会に対す
る企業のエクスポージャーの重大な変化

企業のバリュー・チェーンにおけるサプライヤーが、
企業が予想していなかった新しい規制の導入の
影響を受けるなど

重大な事象 状況の重大な変化

影響を受けるすべての
サステナビリティ関連の

リスク及び機会の
範囲を再評価

※ より頻繁に再評価することもできる

バリュー・チェーン

その先の
事業者

1次
サプライヤー

報告企業 顧客
最終

消費者

親会社

子会社
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サステナビリティ関連のリスク及び機会のそれぞれに関連して、バリュー・チェーンの

範囲を決定しなければならない（第 46 項）。この範囲の決定にあたり、合理的で裏付け可

能な情報を用いなければならない（第 47 項）。 

(4) 識別したリスク及び機会に関する重要性がある情報の識別 

① 重要性がある情報の識別 

識別したリスク及び機会に関して、重要性がある情報を開示しなければならない（第 48

項）。この際、まず、そのリスク又は機会に具体的に適用される SSBJ 基準を適用し、その

ような基準が存在しない場合には、ガイダンスの情報源に関する定めを適用しなければな

らない（第 49 項）。 

識別したリスク又は機会に具体的に適用される SSBJ 基準が存在しない場合、次のような

情報を識別するために判断を適用しなければならない（第 51 項）。 

a. 主要な利用者の意思決定に関連性がある情報 

b. そのリスク又は機会を忠実に表現する情報 

この判断を行うにあたり、企業は次のことを行わなければならない（【図表 26】参照）。 

a. IFRS 財団が公表する「SASB スタンダード」（2023 年 12 月最終改訂）における開示

トピックに関連する指標を参照し、その適用可能性を考慮しなければならない。考慮

した結果、適用する場合と適用しない場合とがある（第 52 項）。なお、サステナビリ

ティ関連のリスク及び機会の識別と同様に、「SASB スタンダード」が改訂された場

合に、SSBJ 基準の改正前であっても、「SASB スタンダード」の原文を参照し、その

適用可能性を考慮することができる（第 53 項）。 

b. 次のガイダンスの情報源を参照し、その適用可能性を考慮することができる（第 54 項）。 

i. ISSB が公表する ISSB 基準及び付属するガイダンス 

ii. IFRS 財団が公表する｢CDSB フレームワーク適用ガイダンス」 

iii. 主要な利用者の情報ニーズを満たすように要求事項が設計されている他の基準設

定主体（ISSB を含む。）による直近の公表文書 

iv. 同じ産業又は地理的地域において事業を営む企業によって開示された情報 

c. 主要な利用者が企業に資源を提供するかどうかに関する意思決定を行うにあたり有用

であり、また、SSBJ 基準と矛盾しない範囲で、次の情報源を参照し、その適用可能性

を考慮することができる（第 55 項）。 

i. GRI グローバル・サステナビリティ基準審議会（GSSB）が公表する「GRI サス

テナビリティ・レポーティング・スタンダード」（GRI スタンダード） 
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ii. 欧州連合（EU）の企業サステナビリティ報告指令（CSRD）に定められる「欧州

サステナビリティ報告基準」（ESRS） 

【図表 26】 リスク及び機会に関する情報の識別 

 

② 重要性の判断の行使 

情報に重要性があるかどうか、すなわち、情報が主要な利用者の意思決定に影響を与え

ると合理的に見込み得るかどうかを評価するにあたり、それらの利用者の特性及び企業自

身の状況を考慮しなければならない（第 56 項）。 

重要性のある情報であるかどうかは、個別に又は他の情報と組み合わせて、企業のサス

テナビリティ関連財務開示全体の文脈において評価しなければならない。この評価にあた

り、定量的要因と定性的要因の両方を考慮しなければならない（第 57 項）。 

なお、情報に重要性がない場合、その情報を開示する必要はない（第 22 項）。 

11. 情報の記載場所 

サステナビリティ関連財務開示は、関連する財務諸表とあわせて開示しなければならな

い（第 62 項）。なお、本節の「2. 報告企業及び関連する財務諸表」に記載のとおり、主要

な利用者が関連する財務諸表を特定できるのであれば、サステナビリティ関連財務開示の

有用性は大きく変わらないと考えられるため、必ずしも同じ文書において報告することは

要求していない（BC117 項）。 

SSBJ 基準で要求する情報は、一定の要件を満たす場合、相互参照によりサステナビリテ

ィ関連財務開示に含めることができる（第 64 項）。 

  

必須

リスク又は機会に具体的に適用され
るSSBJ基準の定めを適用しなけれ
ばならない (第49項・第50項)

ある ない

開示の作成にあたり、識別したリスク又は機会に具体的に適用されるSSBJ基準の定めがあるか
どうか (第49項)

次の情報を識別するために判断を行う (第49項・第51項)

• 主要な利用者の意思決定に関連性がある情報

• 当該リスク又は機会を忠実に表現する情報

判断を行うにあたり、次を参照し、その適用可能性を考慮

• ISSB基準及び付属するガイダンス (第54項)

• 「CDSBフレームワーク適用ガイダンス」
• 他の基準書等
• 同業他社等によって開示された、指標を含む情報

(有用かつSSBJ基準に矛盾しない範囲で) (第55項)

• GRIサステナビリティ・レポーティング・スタンダード
• 欧州サステナビリティ報告基準(ESRS)

任意

• SASBスタンダードにおける開示
トピックに関連する指標を参照し
その適用可能性を考慮しなけれ
ばならない (第52項・第53項)

• 考慮した結果、適用しないと結論
付ける場合もある (第52項)
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【図表 27】 相互参照 

 

12. 報告のタイミング 

(1) 同時の報告 

サステナビリティ関連財務開示は、原則として、関連する財務諸表と同時に報告しなけ

ればならない（第 67 項）。 

(2) 報告期間 

サステナビリティ関連財務開示は、関連する財務諸表と同じ報告期間を対象としなけれ

ばならない（第 68 項）。 

【図表 28】 ３月決算企業における報告のタイミング 

 

報告企業が連結財務諸表を作成している場合、親会社の財務情報の報告期間と、子会社

等の財務情報の報告期間が異なるときには、サステナビリティ関連財務開示に取り込まれ

る親会社及び子会社等のサステナビリティ関連財務情報の報告期間は、それぞれの財務情

報の報告期間と同じ期間を対象とすることになる（BC131 項）。 

ESG報告書サステナビリティ関連財務開示

・・・
・・・については、○○において
公表しているESG報告書の
XXページを参照

相互参照

• 法令が相互参照を禁止していない

• 相互参照される情報が

‐ SSBJ基準の定めに準拠している

‐ サステナビリティ関連財務開示と同じ条件で利用可能

‐ サステナビリティ関連財務開示が利用可能となる時点で利用可能

• 相互参照することで理解が難しくならない

相互参照の要件

20X520X4

4-61-310-127-94-61-3

財務諸表

サステナビリティ関連財務開示 報告期間 (20X4年度)

報告期間 (20X4年度)

同じ報告期間を対象とする

（例：3月決算の場合）
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【図表 29】 親会社と子会社で財務情報の報告期間が異なる場合 

 

なお、2024 年 3 月に公表した公開草案では、SSBJ 基準独自の定めとして、企業が活動

する法域の法令の要請により指標を報告することが要求されており、当該指標の報告のた

めの算定期間がサステナビリティ関連財務開示（及び関連する財務諸表）の報告期間と異

なる場合、一定の要件をすべて満たすときは、当該指標の報告のための算定期間を用いて

当該指標について報告することができるとする定めを追加することを提案していたが、

SSBJ 基準の内容を可能な限り ISSB 基準にあわせるため、この定めは削除している。 

このため、サステナビリティ関連のリスク及び機会に関連する指標として、企業が活動

する法域の法令の要請により報告することが要求されている指標を用いることを選択する

場合で、かつ、法令において定められている指標の報告のための算定期間が、サステナビ

リティ関連財務開示の報告期間とは異なるときでも、親会社及び親会社と同じ決算期の子

会社については、指標の報告のための算定期間について、サステナビリティ関連財務開示

の報告期間を対象とすることになると考えられる。 

(3) 公表承認日 

サステナビリティ関連財務開示の公表承認日及び承認した機関又は個人の名称を開示し

なければならない（第 70 項）。 

公表承認日の開示は ISSB 基準では求められていないが、IFRS 会計基準において開示が

求められている。我が国の会計基準（日本基準）では開示が要求されていないため、SSBJ

基準において開示を求めることとしている。 

(4) 後発事象 

報告期間の末日後、サステナビリティ関連財務開示の公表承認日までに報告期間の末日

現在で存在していた状況について情報を入手した場合、新規の情報に照らして、当該情報

20X520X4

4-61-310-127-94-61-3

連結財務諸表

親会社

子会社A

子会社B

サステナビリティ関連財務開示

親会社

子会社A

子会社B

報告期間 (20X4年度)

報告期間 (20X4年度)

それぞれ同じ報告期間を対象とする

（例：3月決算の場合）

親会社の財務情報の報告期間

子会社Aの財務情報の報告期間

子会社Bの財務情報の報告期間

親会社のサステナビリティ関連財務情報の報告期間

子会社Aのサステナビリティ関連財務情報の報告期間

子会社Bのサステナビリティ関連財務情報の報告期間
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に関連する開示を更新しなければならない（第 71 項）。また、報告期間の末日後、サステ

ナビリティ関連財務開示の公表承認日までに発生する取引、その他の事象及び状況に関す

る情報について、当該情報を開示しないことにより、主要な利用者の意思決定に影響を与

えると合理的に見込み得る場合には、当該情報を開示しなければならない（第 72 項）。 

【図表 30】 後発事象 

 

13. 比較情報 

(1) 比較情報の開示 

当報告期間に開示されるすべての数値について、前報告期間に係る比較情報を開示しな

ければならない。また、当報告期間におけるサステナビリティ関連財務開示を理解するう

えで有用である場合、説明的及び記述的なサステナビリティ関連財務情報に関する比較情

報を開示しなければならない（第 73 項）。 

(2) 比較情報の更新 

前報告期間に開示された見積りの数値に関連して、当報告期間において新規の情報を入

手し、当該情報が前報告期間に存在していた状況に関する証拠を提供する場合、比較情報

を更新し、関連する情報を開示しなければならない（第 74 項）。 

なお、ISSB 基準では、比較対象の見積りの数値を更新することが要求されるのは、見積

りの変更に関する情報に重要性がある場合とされており、SSBJ 基準においても同様の考え

方が取り入れられている（適用基準 BC151 項）。したがって、当報告期間に入手した前報

告期間に関する新規の情報について、比較対象の数値をすべて更新する必要はなく、重要

性がある場合に更新することになると考えられる。 

14. 準拠表明 

サステナビリティ関連財務開示が、SSBJ 基準のすべての定めに準拠している場合、明示

的かつ無限定の準拠の旨を開示することにより表明しなければならない。SSBJ 基準のすべ

ての定めに準拠しない限り、サステナビリティ関連財務開示が SSBJ 基準に準拠していると

記述してはならない（第 79 項）。 

有報
提出日公表承認日

報告期間の
末日

新規の情報に照らした
開示の更新 (適用71)

報告期間の末
日現在で存在
していた状況に
関する新規の
情報

報告期間の
末日後に発生
する取引、
その他の事象
及び状況に関
する情報

報告期間の末日後に発生する取引、
その他の事象及び状況に

関する情報の開示 (適用72)

サステナビリティ
関連財務開示
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【図表 31】 準拠表明 

 

法令の要請に基づき SSBJ 基準に従った開示を行う場合、当該法令の名称を開示しなけれ

ばならない。法令の要請に基づかず任意で SSBJ基準に従った開示を行う場合、その旨を開

示しなければならない（第 78 項）。 

15. 判断 

後述の数値の見積りを伴うものとは別に、サステナビリティ関連財務開示を作成する過

程で企業が行った判断のうち、サステナビリティ関連財務開示に含まれる情報に最も重大

な影響を与える判断に関する情報を開示しなければならない（第 81 項）。複数の判断につ

いて開示することもあると考えられる（BC159 項）。 

この定めに基づき開示する判断には、次のものが含まれると考えられる（BC158 項）。 

(1) 企業の見通しに影響を与えると合理的に見込み得るサステナビリティ関連のリスク及

び機会の識別 

(2) どのガイダンスの情報源を適用するかの決定 

(3) 事象又は状況の変化が重大であり、企業のバリュー・チェーンを通じて、影響を受け

るすべてのサステナビリティ関連のリスク及び機会の範囲の再評価が要求されるかど

うかの評価 

(4) サステナビリティ関連財務開示に含める重要性がある情報の識別 

16. 測定の不確実性 

サステナビリティ関連財務開示で報告される数値に影響を与える最も重大な不確実性に

関する情報を開示しなければならない（第 83 項）。複数の不確実性について開示すること

もあると考えられる（BC160 項）。 

測定の不確実性に関しては、測定の不確実性の源泉並びに数値を測定するにあたり行っ

た仮定、概算及び判断について開示しなければならない（第 84 項(2)）。測定の不確実性

に関して開示しなければならない可能性がある情報の種類及び範囲は、サステナビリティ

関連財務開示で報告される数値の性質（すなわち、不確実性及びその他の状況の源泉並び

にそのような不確実性及びその他の状況に寄与する要因）に応じて異なることが考えられ

るが、例えば、次のような開示を行う必要がある場合がある（BC162 項）。 

サステナビリティ
関連財務開示

明示的かつ無限定の
準拠表明

SSBJ基準

すべての
定めに準拠
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(1) 仮定又はその他の測定の不確実性の源泉の性質 

(2) 開示された数値の、その計算の基礎となる手法、仮定及び見積りに対する感応度（そ

の感応度の理由を含む。） 

(3) 不確実性について見込まれる解消方法及び開示された数値に対して合理的に考えられ

る結果の範囲 

(4) 開示された数値に関する過去の仮定について行った変更の説明（その不確実性が未解

消のままである場合） 

17. 誤謬 

重要性がある過去の報告期間の誤謬について、これを訂正することが実務上不可能でな

い限り、開示された過去の報告期間の比較対象の数値を修正再表示することによって訂正

しなければならない。ただし、法令において、開示された過去の報告期間の比較数値を修

正再表示することによって訂正することで、過去の誤謬の解消ができない場合に該当する

ときは、修正再表示を行わず、当該法令に基づく取扱いに従う（第 86 項）。 

18. 適用時期及び経過措置 

(1) 適用時期 

適用基準は、一般基準及び気候基準と同時に適用しなければならない（第 91 項）。また、

公表日以後終了する年次報告期間に係るサステナビリティ関連財務開示から適用すること

ができる（第 92 項）。 

(2) 経過措置 

適用基準を適用する最初の年次報告期間において、比較情報を開示しないことができる

（第 93 項）。 

適用基準を適用する最初の年次報告期間において、気候基準に準拠して気候関連のリス

ク及び機会のみについての情報を開示することができる。この場合、気候関連のリスク及

び機会についての情報の開示に関連する限りにおいて、適用基準の定めを適用しなければ

ならない（第 94 項）。また、この経過措置を適用する場合、次のいずれも要求されない

（第 95 項）。 

① 適用基準を適用する最初の年次報告期間における、気候関連のリスク及び機会に関す

る比較情報の開示 

② 適用基準を適用する 2 年目の年次報告期間における、気候関連のリスク及び機会以外

のサステナビリティ関連のリスク及び機会に関する比較情報の開示 
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VII. 一般基準の概要 

以下、本節の項番号は一般基準の項番号を示している。 

1. 目的 

一般基準の目的は、財務報告書の主要な利用者が企業に資源を提供するかどうかに関す

る意思決定を行うにあたり有用な、当該企業のサステナビリティ関連のリスク及び機会に

関する情報の開示について定めることにある（第１項）。 

2. 範囲 

一般基準は、SSBJ 基準に従ってサステナビリティ関連財務開示を作成し、報告するにあ

たり、適用しなければならない（第 3 項）。 

一般基準以外の SSBJ 基準が、サステナビリティ関連のリスク及び機会に関する情報の開

示について具体的に定めている場合、これに従わなければならない（第 4 項）。 

3. ガバナンス 

ガバナンスに関するサステナビリティ関連財務開示の目的は、サステナビリティ関連の

リスク及び機会をモニタリングし、管理し、監督するために企業が用いるガバナンスのプ

ロセス、統制及び手続を理解できるようにすることにある（第 8 項）。 

この目的を達成するため、サステナビリティ関連のリスク及び機会の監督に責任を負う

ガバナンス機関又は個人に関して、定められた開示を行わなければならない（第 9 項）。

また、サステナビリティ関連のリスク及び機会をモニタリングし、管理し、監督するため

に用いるガバナンスのプロセス、統制及び手続における経営者の役割に関して、定められ

た開示を行わなければならない（第 10 項）。 

【図表 32】 ガバナンス 

 

 

  

リスク及び機会をモニタリングし、管理し、監督するために企業が用いる
ガバナンスのプロセス、統制及び手続を理解できるようにする

開示目的

リスク及び機会の監督に責任を有するガバナンス機関又は個人

経営者の役割
開示項目
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4. 戦略 

(1) 開示目的 

戦略に関するサステナビリティ関連財務開示の目的は、サステナビリティ関連のリスク

及び機会を管理する企業の戦略を理解できるようにすることである（第 11 項）。 

具体的には、企業の見通しに影響を与えると合理的に見込み得るサステナビリティ関連

のリスク及び機会のそれぞれについて、次の事項を開示しなければならない（第 12 項）。 

① 当該リスク及び機会 

② ①のリスク及び機会が企業のビジネス・モデル及びバリュー・チェーンに与える影響 

③ ①のリスク及び機会の財務的影響 

④ ①のリスク及び機会が企業の戦略及び意思決定に与える影響 

⑤ ①のリスクに関連する企業の戦略及びビジネス・モデルのレジリエンス（サステナビ

リティ関連のリスクから生じる不確実性に対応する企業の能力） 

【図表 33】 戦略 

 

(2) サステナビリティ関連のリスク及び機会 

企業の見通しに影響を与えると合理的に見込み得るサステナビリティ関連のリスク及び

機会について、次の事項を開示しなければならない（第 14 項）。 

① 適用基準第 36 項に従い識別した、企業の見通しに影響を与えると合理的に見込み得る

サステナビリティ関連のリスク及び機会 

② ①のサステナビリティ関連のリスク及び機会のそれぞれについて、その影響が生じる

と合理的に見込み得る時間軸（短期、中期又は長期により表す。） 

③ 企業による「短期」、「中期」及び「長期」の定義 

④ ③の定義と企業が戦略的意思決定に用いる計画期間との関係 

リスク及び機会を管理する企業の戦略を理解できるようにする開示目的

リスク及び機会についての説明

ビジネス・モデル及びバリュー・チェーンに与える影響

開示項目 財務的影響

戦略及び意思決定に与える影響

リスクに関連する戦略及びビジネス・モデルのレジリエンス

リスク及び機会
の影響
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【図表 34】 戦略－リスク及び機会に関する開示項目 

 

(3) ビジネス・モデル及びバリュー・チェーンに与える影響 

企業の見通しに影響を与えると合理的に見込み得るサステナビリティ関連のリスク及び

機会について、次の事項を開示しなければならない（第 15 項）。 

① サステナビリティ関連のリスク及び機会が現在の企業のビジネス・モデル及びバリュ

ー・チェーンに与えている影響 

② サステナビリティ関連のリスク及び機会が将来の企業のビジネス・モデル及びバリュ

ー・チェーンに与えると予想される影響 

③ 企業のビジネス・モデル及びバリュー・チェーンにおいて、サステナビリティ関連の

リスク及び機会が集中している部分 

【図表 35】 戦略－ビジネス・モデル及びバリュー・チェーンに与える影響に関する開示項目 

 

リスク及び機会を管理する企業の戦略を理解できるようにする開示目的

リスク及び機会についての説明

ビジネス・モデル及びバリュー・チェーンに与える影響

開示項目 財務的影響

戦略及び意思決定に与える影響

リスクに関連する戦略及びビジネス・モデルのレジリエンス

リスク及び機会
の影響

① 企業の見通しに影響を与えると合理的に見込み得るリスク及び機会

② ①のリスク及び機会のそれぞれについて、その影響が生じると合理的に見込み得る時間軸
（短期、中期又は長期により表す）

③ 企業による「短期」、「中期」及び「長期」の定義

④ ③の定義と企業が戦略的意思決定に用いる計画期間との関係

リスク及び機会を管理する企業の戦略を理解できるようにする開示目的

リスク及び機会についての説明

ビジネス・モデル及びバリュー・チェーンに与える影響

開示項目 財務的影響

戦略及び意思決定に与える影響

リスクに関連する戦略及びビジネス・モデルのレジリエンス

リスク及び機会
の影響

① リスク及び機会が現在の企業のビジネス・モデル及びバリュー・チェーンに与えている影響

② リスク及び機会が将来の企業のビジネス・モデル及びバリュー・チェーンに与えると予想され
る影響

③ 企業のビジネス・モデル及びバリュー・チェーンにおいて、リスク及び機会が集中している部分
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(4) 財務的影響 

企業の見通しに影響を与えると合理的に見込み得るサステナビリティ関連のリスク及び機

会について、次の事項に関する定量的及び定性的情報を開示しなければならない（第17項）。 

① サステナビリティ関連のリスク及び機会が、当報告期間において、企業の財政状態、

財務業績及びキャッシュ・フローに与えた影響 

② ①のサステナビリティ関連のリスク及び機会のうち、翌年次報告期間において、関連

する財務諸表に計上する資産及び負債の帳簿価額に重要性がある影響を与える重大な

リスクがあるもの 

③ サステナビリティ関連のリスク及び機会を管理する企業の戦略を踏まえた、短期、中

期及び長期における、企業の財政状態の変化に関する見込み 

④ サステナビリティ関連のリスク及び機会を管理する企業の戦略を踏まえた、短期、中

期及び長期における、企業の財務業績及びキャッシュ・フローの変化に関する見込み 

【図表 36】 戦略－財務的影響に関する開示項目 

 

(5) 戦略及び意思決定に与える影響 

企業の見通しに影響を与えると合理的に見込み得るサステナビリティ関連のリスク及び

機会について、次の事項を開示しなければならない（第 23 項）。 

① 企業の戦略及び意思決定において、サステナビリティ関連のリスク及び機会にどのよ

うに対応してきたか、また、今後対応する計画であるか 

リスク及び機会を管理する企業の戦略を理解できるようにする開示目的

リスク及び機会についての説明

ビジネス・モデル及びバリュー・チェーンに与える影響

開示項目 財務的影響

戦略及び意思決定に与える影響

リスクに関連する戦略及びビジネス・モデルのレジリエンス

リスク及び機会
の影響

① リスク及び機会が、当報告期間において、企業の財政状態、財務業績及びキャッシュ・
フローに与えた影響

② ①のリスク及び機会のうち、翌年次報告期間において、関連する財務諸表に計上する
資産及び負債の帳簿価額に重要性がある影響を与える重大なリスクがあるもの

③ リスク及び機会を管理する企業の戦略を踏まえた、短期、中期及び長期における、
企業の財政状態の変化に関する見込み

④ リスク及び機会を管理する企業の戦略を踏まえた、短期、中期及び長期における、
企業の財務業績及びキャッシュ・フローの変化に関する見込み
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② 過去の報告期間に開示した計画に対する進捗（定量的及び定性的情報を含む。） 

③ ①の対応を決定するにあたり考慮した、サステナビリティ関連のリスク及び機会の間

のトレードオフ 

【図表 37】 戦略－戦略及び意思決定に与える影響に関する開示項目 

 

(6) レジリエンス 

次の事項に関する情報を開示しなければならない（第 24 項）。 

① サステナビリティ関連のリスクに関連する、報告期間の末日における戦略及びビジネ

ス・モデルのレジリエンスに関する定性的評価 

② 該当ある場合、サステナビリティ関連のリスクに関連する、報告期間の末日における

戦略及びビジネス・モデルのレジリエンスに関する定量的評価 

【図表 38】 戦略－レジリエンスに関する開示項目 

 

リスク及び機会を管理する企業の戦略を理解できるようにする開示目的

リスク及び機会についての説明

ビジネス・モデル及びバリュー・チェーンに与える影響

開示項目 財務的影響

戦略及び意思決定に与える影響

リスクに関連する戦略及びビジネス・モデルのレジリエンス

リスク及び機会
の影響

① 企業の戦略及び意思決定において、リスク及び機会にどのように対応してきたか、また、今
後対応する計画であるか

② 過去の報告期間に開示した計画に対する進捗（定量的及び定性的情報を含む）

③ ①の対応を決定するにあたり考慮した、リスク及び機会の間のトレードオフ

リスク及び機会を管理する企業の戦略を理解できるようにする開示目的

リスク及び機会についての説明

ビジネス・モデル及びバリュー・チェーンに与える影響

開示項目 財務的影響

戦略及び意思決定に与える影響

リスクに関連する戦略及びビジネス・モデルのレジリエンス

リスク及び機会
の影響

① リスクに関連する、報告期間の末日における戦略及びビジネス・モデルのレジリエンスに
関する定性的評価

② 該当ある場合、リスクに関連する、報告期間の末日における戦略及びビジネス・モデルの
レジリエンスに関する定量的評価
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なお、2024 年 3 月に公表した公開草案では、SSBJ 基準独自の定めとして、レジリエン

スの評価は、原則として、報告期間ごとに実施しなければならないとしたうえで、他の

SSBJ 基準において具体的な定めが存在せず、かつ、レジリエンスの評価結果について、前

報告期間における評価結果と大きく相違しないことが見込まれる場合、前報告期間におけ

るレジリエンスの評価結果に基づき開示を行うことができるとする定めを追加することを

提案していたが、SSBJ 基準の内容を可能な限り ISSB 基準にあわせるため、この定めは削

除している。 

5. リスク管理 

【図表 39】 リスク管理 

 

リスク管理に関するサステナビリティ関連財務開示の目的は、次のことをできるように

することにある（第 28 項）。 

① サステナビリティ関連のリスク及び機会を識別し、評価し、優先順位付けし、モニタ

リングするプロセスを理解すること 

② 企業の全体的なリスク・プロファイル及び全体的なリスク管理プロセスを評価するこ

と 

この目的を達成するため、次の事項を開示しなければならない（第 29 項）。 

① サステナビリティ関連のリスクを識別し、評価し、優先順位付けし、モニタリングす

るために用いるプロセス及び関連する方針に関する情報 

② サステナビリティ関連の機会を識別し、評価し、優先順位付けし、モニタリングする

ために用いるプロセスに関する情報 

① リスク及び機会を識別し、評価し、優先順位付けし、モニタリングするプ
ロセスを理解できるようにする

② 企業の全体的なリスク・プロファイル及び全体的なリスク管理プロセスを
評価できるようにする

開示目的

リスクを識別し、評価し、優先順位付けし、モニタリングするために用いるプ
ロセス及び関連する方針に関する情報

機会を識別し、評価し、優先順位付けし、モニタリングするために用いるプ
ロセスに関する情報開示項目

リスク及び機会を識別し、評価し、優先順位付けし、モニタリングするため
に用いるプロセスが、全体的なリスク管理プロセスに統合され、用いられて
いる程度、並びにその統合方法及び利用方法に関する情報
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③ サステナビリティ関連のリスク及び機会を識別し、評価し、優先順位付けし、モニタ

リングするために用いるプロセスが、全体的なリスク管理プロセスに統合され、用い

られている程度、並びにその統合方法及び利用方法に関する情報 

6. 指標及び目標 

(1) 開示目的 

指標及び目標に関するサステナビリティ関連財務開示の目的は、サステナビリティ関連

のリスク及び機会に関連する企業のパフォーマンスを理解できるようにすることにある

（第 30 項）。 

【図表 40】 指標及び目標 

 

(2) 指標 

指標及び目標に関する開示目的を達成するため、企業の見通しに影響を与えると合理的

に見込み得るサステナビリティ関連のリスク及び機会のそれぞれについて、次の事項を開

示しなければならない（第 32 項）。 

① SSBJ 基準が要求している指標 

② 次のものを測定し、モニタリングするために企業が用いている指標 

a. 識別したサステナビリティ関連のリスク又は機会 

b. 識別したサステナビリティ関連のリスク又は機会に関連する企業のパフォーマンス

（企業が設定した目標及び企業が活動する法域の法令により満たすことが要求され

ている目標がある場合、当該目標の達成に向けた進捗を含む。） 

  

リスク及び機会に関連する企業のパフォーマンスを理解できるようにする開示目的

SSBJ基準が要求している指標

開示項目
ガイダンスの情報源の適用可能性を考慮した結果、開
示する指標

指標

産業別の指標を
含める

企業が用いている指標

目標
企業が設定した目標（ある場合）

法令により満たすことが要求されている目標（ある場合）
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【図表 41】 指標の開示 

 

(3) 目標 

戦略的目標の達成に向けた進捗をモニタリングするために設定した目標及び企業が活動

する法域の法令により満たすことが要求されている目標がある場合、当該目標に関する情

報を開示しなければならない（第 39 項）。 

7. 適用時期及び経過措置 

(1) 適用時期 

一般基準は、適用基準及び気候基準と同時に適用しなければならない（第 40 項）。また、

公表日以後終了する年次報告期間に係るサステナビリティ関連財務開示から適用すること

ができる（第 41 項）。 

(2) 経過措置 

一般基準を適用する最初の年次報告期間において、比較情報を開示しないことができる

（第 42 項）。 

また、適用基準の経過措置を適用し、一般基準を適用する最初の年次報告期間において、

気候基準に準拠して気候関連のリスク及び機会のみについての情報を開示する場合、一般

基準を適用する 2 年目の年次報告期間において、気候関連のリスク及び機会以外のサステ

ナビリティ関連のリスク及び機会に関する比較情報を開示しないことができる（第 43 項）。 

これらには、企業に関連する
産業別の指標のうち、
主なものを含めなければ
ならない

次のものを参照し、その適用可能性を考慮しなければならない

ある ない

必須 任意
(SSBJ基準に矛盾しない範囲で)

SSBJ基準を適用しなけれ
ばならない

(適用基準第49項及び第50項)
(一般基準第32項)
(気候基準第44項)

• 「産業別ガイダンス」
• 「SASBスタンダード」

• 「CDSBフレームワーク適用
ガイダンス」

• 「GRI基準」、「ESRS」等

開示の作成にあたり、識別したリスク又は機会に具体的に適用される定めがSSBJ基準に
あるかどうか (適用基準第49項)

どちらの可能性もある

開示する指標

適用可能性を考慮した
結果、開示する指標

適用可能性を考慮した結果
開示しない指標

企業が用いている指標

(一般34)

(一般32(2))3

2

SSBJ基準が要求して
いる指標 (GHG排出量等)

(一般32(1))1

(一般33)
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VIII. 気候基準の概要 

※以下、本節の項番号は気候基準の項番号を示している。 

1. 目的 

気候基準の目的は、財務報告書の主要な利用者が企業に資源を提供するかどうかに関す

る意思決定を行うにあたり有用な、当該企業の気候関連のリスク及び機会に関する情報の

開示について定めることにある（第１項）。 

2. 範囲 

気候基準は、企業がさらされている気候関連のリスク（気候関連の物理的リスク及び気

候関連の移行リスクを含む。）及び企業が利用可能な気候関連の機会に適用しなければな

らない（第 3 項）。 

3. ガバナンス 

ガバナンスに関する気候関連開示の目的は、気候関連のリスク及び機会をモニタリング

し、管理し、監督するために企業が用いるガバナンスのプロセス、統制及び手続を理解で

きるようにすることにある（第９項）。 

この目的を達成するため、気候関連のリスク及び機会の監督に責任を負うガバナンス機

関又は個人に関して、定められた開示を行わなければならない（第 10 項）。また、気候関

連のリスク及び機会をモニタリングし、管理し、監督するために用いるガバナンスのプロ

セス、統制及び手続における経営者の役割に関して、定められた開示を行わなければなら

ない（第 11 項）。 

開示にあたっては、不必要な繰り返しを避けなければならない。サステナビリティ関連

のリスク及び機会の監督が統合的に管理されている場合、統合されたガバナンスの開示を

提供することにより繰り返しを避けることになる（第 12 項）。 

4. 戦略 

(1) 開示目的 

戦略に関する気候関連開示の目的は、気候関連のリスク及び機会を管理する企業の戦略

を理解できるようにすることにある（第 13 項）。 

具体的には、企業の見通しに影響を与えると合理的に見込み得る気候関連のリスク及び

機会のそれぞれについて、次の事項を開示しなければならない（第 14 項）。 

① 当該リスク及び機会 

② ①のリスク及び機会が企業のビジネス・モデル及びバリュー・チェーンに与える影響 
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③ ①のリスク及び機会の財務的影響 

④ ①のリスク及び機会が企業の戦略及び意思決定に与える影響 

⑤ ①のリスク及び機会を考慮した企業の戦略及びビジネス・モデルの気候レジリエンス

（気候関連の変化、進展又は不確実性に対応する企業の能力） 

戦略に関する気候関連開示の作成にあたり、後述する産業横断的指標等及び ISSB が公表

する「IFRS S2 号の適用に関する産業別ガイダンス」（2023 年 6 月公表）（以下「産業別

ガイダンス」という。）に定義されている、開示トピックに関連する産業別の指標を参照

し、その適用可能性を考慮しなければならない。考慮した結果、適用する場合と適用しな

い場合とがある（第 16 項）。 

(2) 気候関連のリスク及び機会 

企業の見通しに影響を与えると合理的に見込み得る気候関連のリスク及び機会について、

次の事項を開示しなければならない（第 19 項）。 

① 企業の見通しに影響を与えると合理的に見込み得る気候関連のリスク及び機会 

② ①の気候関連のリスクのそれぞれについて、気候関連の物理的リスク又は気候関連の

移行リスクのいずれであるか 

③ ①の気候関連のリスク及び機会のそれぞれについて、その影響が生じると合理的に見

込み得る時間軸（短期、中期又は長期により表す。） 

④ 企業による「短期」、「中期」及び「長期」の定義 

⑤ ④の定義と企業が戦略的意思決定に用いる計画期間との関係 

(3) ビジネス・モデル及びバリュー・チェーンに与える影響 

企業の見通しに影響を与えると合理的に見込み得る気候関連のリスク及び機会について、

次の事項を開示しなければならない（第 20 項）。 

① 気候関連のリスク及び機会が現在の企業のビジネス・モデル及びバリュー・チェーン

に与えている影響 

② 気候関連のリスク及び機会が将来の企業のビジネス・モデル及びバリュー・チェーン

に与えると予想される影響 

③ 企業のビジネス・モデル及びバリュー・チェーンにおいて、気候関連のリスク及び機

会が集中している部分 
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(4) 財務的影響 

企業の見通しに影響を与えると合理的に見込み得る気候関連のリスク及び機会について、

次の事項に関する定量的及び定性的情報を開示しなければならない（第 22 項）。 

① 気候関連のリスク及び機会が、当報告期間において、企業の財政状態、財務業績及び

キャッシュ・フローに与えた影響 

② ①の気候関連のリスク及び機会のうち、翌年次報告期間において、関連する財務諸表

に計上する資産及び負債の帳簿価額に重要性がある影響を与える重大なリスクがある

もの 

③ 気候関連のリスク及び機会を管理する企業の戦略を踏まえた、短期、中期及び長期に

おける、企業の財政状態の変化に関する見込み 

④ 気候関連のリスク及び機会を管理する企業の戦略を踏まえた、短期、中期及び長期に

おける、企業の財務業績及びキャッシュ・フローの変化に関する見込み 

(5) 戦略及び意思決定に与える影響 

企業の見通しに影響を与えると合理的に見込み得る気候関連のリスク及び機会について、

次の事項を開示しなければならない（第 28 項）。 

① 企業の戦略及び意思決定において、気候関連のリスク及び機会にどのように対応して

きたか、また、今後対応する計画であるか（企業が設定した気候関連の目標及び企業

が活動する法域の法令により満たすことが要求されている目標がある場合、当該目標

をどのようにして達成する計画であるかを含む。） 

② ①に従い開示した対応について、報告期間の末日において資源を確保している方法及

び将来において資源を確保するための計画の内容 

③ 過去の報告期間に開示した計画に対する進捗（定量的及び定性的情報を含む。） 

④ ①の対応を決定するにあたり考慮した、気候関連のリスク及び機会の間のトレードオ

フ 

(6) 気候レジリエンス 

気候レジリエンスに関しては、気候関連のシナリオ分析に基づき気候レジリエンスを評

価しなければならない。気候関連のシナリオ分析は、最低限、戦略計画サイクルに沿って

更新しなければならないが、報告期間ごとに実施する必要はない。気候レジリエンスの評

価は、報告期間ごとに実施しなければならない（第 30 項）。 

気候レジリエンスに関して、識別した気候関連のリスク及び機会を考慮したうえで、次

の事項を開示しなければならない（第 31 項）。 
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① 実施した気候関連のシナリオ分析の手法及び実施時期 

② 報告期間の末日における気候レジリエンスの評価 

5. リスク管理 

リスク管理に関する気候関連開示の目的は、次のことをできるようにすることにある

（第 40 項）。 

(1) 気候関連のリスク及び機会を識別し、評価し、優先順位付けし、モニタリングするプ

ロセスを理解すること 

(2) 企業の全体的なリスク・プロファイル及び全体的なリスク管理プロセスを評価するこ

と 

この目的を達成するため、次の事項を開示しなければならない（第 41 項）。 

(1) 気候関連のリスクを識別し、評価し、優先順位付けし、モニタリングするために用い

るプロセス及び関連する方針に関する情報 

(2) 気候関連の機会を識別し、評価し、優先順位付けし、モニタリングするために用いる

プロセスに関する情報 

(3) 気候関連のリスク及び機会を識別し、評価し、優先順位付けし、モニタリングするた

めに用いるプロセスが、全社的なリスク管理プロセスに統合され、用いられている程

度、並びにその統合方法及び利用方法に関する情報 

開示にあたっては、不必要な繰り返しを避けなければならない。サステナビリティ関連

のリスク及び機会の監督が統合的に管理されている場合、サステナビリティ関連のリスク

及び機会のそれぞれについての個別の開示ではなく、統合されたリスク管理の開示を提供

することにより繰り返しを避けることになる（第 42 項）。 

6. 指標及び目標 

(1) 開示目的 

指標及び目標に関する気候関連開示の目的は、気候関連のリスク及び機会に関連する企

業のパフォーマンスを理解できるようにすることにある（第 43 項）。 
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【図表 42】 指標及び目標 

 

(2) 産業横断的指標等の開示 

産業横断的指標等に関連して、次の事項を開示しなければならない（第 46 項）。 

a. 温室効果ガス排出 

（以下に記述する「①温室効果ガス排出に関する開示の全体像」から「⑨スコープ 3

温室効果ガス排出の測定」参照） 

b. 気候関連の移行リスク 

（「⑩気候関連の移行リスク、物理的リスク及び機会に関する開示」参照） 

c. 気候関連の物理的リスク（⑩参照） 

d. 気候関連の機会（⑩参照） 

e. 資本投下（「⑪資本投下に関する開示」参照） 

f. 内部炭素価格（「⑫内部炭素価格に関する開示」参照） 

g. 報酬（「⑬報酬に関する開示」参照） 

① 温室効果ガス排出に関する開示の全体像 

温室効果ガス排出に関する開示の全体像は、【図表 43】のとおりである。 

  

リスク及び機会に関連する企業のパフォーマンスを理解できるようにする開示目的

開示する
情報

指標

その他の気候関連の指標
• 企業が用いている指標
• ガイダンスの情報源の適用可能性を考慮した結果、開示する指標

目標
法令により満たすことが要求されている目標（ある場合）

産業横断的指標等

①温室効果ガス排出、②気候関連の移行リスク、③気候関連の物理的リスク、
④気候関連の機会、⑤資本投下、⑥内部炭素価格、⑦報酬

産業別の指標

目標の達成に向けた進捗を測定するために用いる指標 (ある場合)

企業が設定した目標（ある場合）
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【図表 43】 温室効果ガス排出に関する開示の全体像 

 

② 温室効果ガス排出の絶対総量の開示 

当報告期間中に生成した温室効果ガス排出の絶対総量について、スコープ 1 温室効果ガ

ス排出、スコープ 2 温室効果ガス排出及びスコープ 3 温室効果ガス排出に区分して開示し

なければならない（第 47 項）。 

【図表 44】 温室効果ガス排出の絶対総量の開示 

 

なお、2024 年 3 月に公表した公開草案では、SSBJ 基準独自の定めとして、スコープ 1、

スコープ 2 及びスコープ 3 の温室効果ガス排出の絶対総量の合計値を開示しなければなら

ないとする定めを追加することを提案していたが、SSBJ 基準の内容を可能な限り ISSB 基

準にあわせるため、この定めは削除している。 

③ 温室効果ガス排出の測定及び測定方法ごとの温室効果ガス排出量の開示 

温室効果ガス排出は、「温室効果ガスプロトコルの企業算定及び報告基準（2004 年）」

（以下「GHGプロトコル」という。）に従って測定しなければならない。ただし、法域の

当局又は企業が上場する取引所が、温室効果ガス排出を測定するうえで異なる方法を用い

ることを要求している場合、当該方法を用いることができる（第 49 項）。 

温室効果ガス排出
温室効果ガス排出の絶対総量の開示

測定方法ごとスコープごと

スコープ1及びスコープ2温室効果ガス排出の開示

連結会計グループとその他の投資

（スコープ2）ロケーション基準

（スコープ2）契約証書に関する情報又はマーケット基準

スコープ3温室効果ガス排出の開示

カテゴリーごと

温室効果ガス排出の測定アプローチ等の開示

ファイナンスド・エミッションに関する開示

測定アプローチ 測定方法

スコープ1

スコープ2

スコープ3

区分して開示
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このただし書きに従い GHG プロトコルとは異なる方法により測定することを選択し、

かつ、GHGプロトコルとは異なる方法により測定した温室効果ガス排出量に重要性がある

場合、次の情報を開示しなければならない（第 50 項）。 

a. GHG プロトコルにより測定した温室効果ガス排出量 

b. GHG プロトコルとは異なる方法により測定した温室効果ガス排出量 

この定めに従い分解して開示するにあたり、特定の法域の法令又は企業が上場する取引

所の規則が要求する方法により測定した温室効果ガス排出量が単独で重要性があるときは、

当該方法のそれぞれについて、温室効果ガス排出量を区分して開示しなければならない

（第 51 項）。 

【図表 45】 測定方法ごとの温室効果ガス排出量の開示 

 

なお、2024 年 3 月に公表した公開草案では、SSBJ 基準独自の定めとして、次の定めを

追加することを提案していたが、SSBJ 基準の内容を可能な限り ISSB 基準にあわせるため、

これらの定めは削除している。 

a. 「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づく「温室効果ガス排出量の算定・報

告・公表制度」（以下「温対法」という。）により測定した温室効果ガス排出量を報

告する場合、サステナビリティ関連財務開示の公表承認日において既に当局に提出し

た温室効果ガス排出量のデータのうち、直近のものを用いなければならない。 

b. 上記 a において、温室効果ガス排出量の報告のための算定期間と当該企業のサステナ

ビリティ関連財務開示（及び関連する財務諸表）の報告期間の差異が 1 年を超える場

合、一定の事項を開示しなければならない。 

温対法では、温室効果ガスの種類によって異なる 2 種類の算定期間が定められているた

め、企業が温対法により測定した温室効果ガス排出量をサステナビリティ関連財務開示に

おいて報告することを選択する場合、温室効果ガス排出量の報告のための算定期間が、企

業のサステナビリティ関連財務開示の報告期間と異なるときは、合理的な方法により期間

調整を行い、サステナビリティ関連財務開示の報告期間にあわせることが考えられる。 

  

スコープ1

スコープ2

スコープ3

GHGプロトコルにより測
定したもの

GHGプロトコルとは異な
る方法により測定したもの

分解して
開示

複数ある場合
重要性がある方法の

それぞれについて
区分して開示
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【図表 46】 温対法に基づく算定期間とサステナビリティ関連財務開示の報告期間の関係 

 

④ スコープ１温室効果ガス排出及びスコープ 2 温室効果ガス排出の開示 

スコープ１温室効果ガス排出及びスコープ 2 温室効果ガス排出について、連結会計グル

ープ（親会社及びその連結子会社で構成される。）に関するものと、その他の投資先（関

連会社、共同支配企業及び非連結子会社が含まれる。）に関するものとに分解して開示し

なければならない（第 52 項）。 

【図表 47】 スコープ 1 温室効果ガス排出及びスコープ 2 温室効果ガス排出の開示 

 

スコープ 2 温室効果ガス排出については、ロケーション基準によるスコープ 2 温室効果

ガス排出量を開示しなければならない（第 53 項）。この定めに加え、主要な利用者の理解

に情報をもたらすために必要な契約証書に関する情報がある場合には、当該契約証書に関

する情報を提供しなければならない。ただし、マーケット基準によるスコープ 2 温室効果

ガス排出量を開示することにより当該契約証書に関する情報の提供に代えることができる

（第 54 項）。 

【図表 48】 スコープ 2 温室効果ガス排出の開示 

 

20X520X4

4-61-310-127-94-61-3

温対法

HFC, PFC, SF6, NF3

CO2, CH4, N2O

サステナビリティ関連財務開示

算定期間 (20X5年報告用)

合理的な方法により
期間調整を行う

期間調整後

報告期間 (20X4年度)

算定期間 (20X5年報告用)

スコープ1

スコープ2

連結会計グループ
（親会社及び連結子会社）

その他の投資
（関連会社、共同支配企業、非連結子会社が含まれる）

分解して
開示

ロケーション基準

契約証書に関する情報

マーケット基準

又は
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ここで、契約証書に関する情報の提供を求める定めは ISSB 基準の要求事項と同じであり、

これをマーケット基準による開示で代替する定めは SSBJ 基準において追加している選択肢

である。マーケット基準により測定した数値には、企業の温室効果ガス排出削減の努力が

反映されており、ロケーション基準により測定した数値とあわせて開示することが主要な

利用者にとって有用である等の理由により選択肢を追加している（BC143 項）。 

⑤ スコープ 3 温室効果ガス排出の開示 

スコープ 3 温室効果ガス排出については、「温室効果ガスプロトコルのコーポレート・

バリュー・チェーン（スコープ 3）基準（2011 年）」（以下「スコープ 3 基準」という。）

に記述されているスコープ 3 カテゴリーに従い、報告企業の活動に関連するカテゴリー別

に分解して開示しなければならない（第 55 項）。 

【図表 49】 スコープ 3 カテゴリーにおける各カテゴリーの名称 

 

ISSB 基準は、スコープ 3 温室効果ガス排出の測定に含めたカテゴリーの開示を要求して

いるが、SSBJ 基準では、性質や時間軸が異なる、さまざまな活動に関連する温室効果ガス

を排出源別に示すことが可能になる等の理由により、カテゴリー別のスコープ 3 温室効果

ガス排出の開示を要求している（BC148 項）。 

⑥ ファイナンスド・エミッション 

報告企業が次の 1 つ以上の活動を行う場合、ファイナンスド・エミッションに関する追

加的な情報を開示しなければならない（第 57 項）。 

a. 資産運用に関する活動 

b. 商業銀行に関する活動 

c. 保険に関する活動 

下流上流

下流の輸送及び流通9購入した財及びサービス1

販売した製品の加工10資本財2

販売した製品の使用
11

スコープ1温室効果ガス排出又はス
コープ2温室効果ガス排出に含まれ
ない燃料及びエネルギー関連の活動

3

販売した製品の廃棄処理12上流の輸送及び流通4

下流のリース資産13事業において発生した廃棄物5

フランチャイズ14出張6

投資15従業員の通勤7

上流のリース資産8
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報告企業がこれらの活動を行う場合であっても、これらを業として営むことについて企

業が活動する法域の法令により規制を受けていないときは、ファイナンスド・エミッショ

ンに関する追加的な情報を開示しないことができる（第 58 項）。 

ISSB 基準では上記 a から c の活動について定義していないが、SSBJ 基準では「産業別ガ

イダンス」を参考にこれらの活動を定義しており、当該定義を用いることができる（第 59

項及び BC152 項）。 

【図表 50】 資産運用、商業銀行及び保険に関する活動について SSBJ 基準で追加した定義 

 

なお、2024 年 3 月に公表した公開草案では、「世界産業分類基準」（GICS）が無償で

利用可能であるとの想定に基づき、商業銀行に関する活動又は保険に関する活動を行う場

合、ファイナンスド・エミッションに関する追加的な情報の 1 つとして、報告期間の末日

において入手可能な、最新の GICS の 6 桁の産業レベルのコードを用いて産業別に分解し

たファイナンスド・エミッションの絶対総量及びグロス・エクスポージャーに関する情報

の開示を要求することを提案した。これに対し、GICSコードでの分類・開示を行うにあた

り、特定の民間企業からライセンス料の支払を求められる可能性があり、SSBJ が特定の民

間企業へのライセンス料の支払を義務付けることは適切ではないとの意見が寄せられた。 

この点、我が国以外の法域においても GICS を使用することについて懸念が示されてお

り、当該法域のサステナビリティ開示基準において IFRS S2 号を修正したうえで取り入れ

ることが検討されている。さらに、SSBJ 基準公表時において、ISSB では、世界中の法域

からの指摘を受け、GICSを用いて産業別に分解したファイナンスド・エミッションの絶対

総量及びグロス・エクスポージャーに関する情報の開示に関して IFRS S2 号を改訂するこ

とが検討されている。 

GICSを用いて産業別に分解したファイナンスド・エミッションの絶対総量及びグロス・

エクスポージャーに関する情報の開示は、主要な利用者の意思決定に有用な情報を提供す

ると考えられるものの、上述の理由から、SSBJ 基準では、GICS を用いて産業別に分解し

たファイナンスド・エミッションの絶対総量及びグロス・エクスポージャーに関する情報

は、当面の間、開示しないことができるとする取扱いを定めることとした（C7 項）。 

SSBJ基準において用いることができるとした定義活動の種類

機関投資家、個人投資家及び富裕層の投資家のために手数料
又は報酬と引換えにポートフォリオを運用する活動をいう

資産運用に関する活動

預金を受け入れ、個人及び企業に対して融資を実行したり、イン
フラ、不動産及びその他のプロジェクトに対して融資を実行したり
する活動をいう

商業銀行に関する活動

保険関連の商品（伝統的なものも非伝統的なものも含む）を
提供する活動をいう

保険に関する活動
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⑦ 温室効果ガス排出の測定アプローチに関する開示 

温室効果ガス排出の測定にあたり、GHGプロトコルに従った場合、選択した測定アプロ

ーチ（持分割合アプローチ、経営支配力アプローチ又は財務支配力アプローチのいずれか）

及び当該測定アプローチを選択した理由を開示しなければならない（第 61 項）。 

【図表 51】 温室効果ガス排出の測定アプローチに関する開示 

 

また、GHG プロトコルとは異なる方法に従った場合、GHG プロトコルとは異なる方法

を要求している法令の名称又は企業が上場する取引所及び当該取引所の規則の名称並びに

当該方法を選択した理由と、適用した測定アプローチ及びそれを適用した理由を開示しな

ければならない（第 62 項）。 

⑧ 温室効果ガス排出の測定方法に関する開示 

温室効果ガス排出の測定に関して、次の事項を開示しなければならない（第 63 項）。 

a. 温室効果ガス排出の測定方法 

i. 直接測定の場合、排出量に関する情報及び測定にあたって報告企業が置いた仮定 

ii. 見積りの場合、活動量及び排出係数に関する情報並びに測定にあたって報告企業

が置いた仮定 

b. 上記 a において測定方法について開示した各項目を選択した理由 

c. 当報告期間において測定方法を変更した場合、その変更の内容及び変更の理由 

  

「報告企業として報告する温室効果ガス排出を
集計する範囲」を決定する方法

測定アプローチ

GHGプロトコルの場合・・・

持分割合アプローチ

経営支配力アプローチ

財務支配力アプローチ

1

2

3
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⑨ スコープ 3 温室効果ガス排出の測定 

スコープ 3 温室効果ガス排出の測定に使用する測定アプローチ並びに測定にあたって用い

る要素及び仮定を選択するにあたり、合理的で裏付け可能な情報を用いなければならない

（第 69 項）。 

利用可能なデータのうち、スコープ 3 温室効果ガス排出の測定にあたって用いる要素及び

仮定に組み込むものは、次の a から d に従い決定しなければならない（スコープ 3 測定フ

レームワーク）。ただし、a から d については順不同である（第 70 項）。 

a. 直接測定によるデータがある場合には、見積によるデータよりも優先しなければなら

ない。 

b. 1 次データがある場合には、2 次データよりも優先しなければならない。2 次データを

用いる場合、データが企業活動をどの程度忠実に表現するかについて考慮しなければ

ならない。 

c. バリュー・チェーンにおける活動及び温室効果ガス排出が行われた法域、並びに当該

活動を遂行する方法を忠実に表現する適時のデータがある場合には、そうではないデ

ータよりも優先しなければならない。 

d. 検証されたデータがある場合には、検証されていないデータよりも優先しなければな

らない。 

【図表 52】 スコープ 3 測定フレームワーク 

 

⑩ 気候関連の移行リスク、物理的リスク及び機会に関する開示 

気候関連の移行リスクに対して脆弱な資産又は事業活動に関し、少なくとも次のいずれ

かの事項を開示しなければならない（第 79 項）。 

利用可能なデータのうち、スコープ3温室効果ガス排出の測定にあたって用いる
要素及び過程に組み込むものを決定するにあたり、考慮するフレームワーク

スコープ3測定フレームワーク

直接測定によるデータ 見積りによるデータ

1次データ 2次データ

バリュー・チェーンにおける活動及び温室効果ガス排出が行われた
法域、並びに当該活動を遂行する方法を忠実に表現する適時の
データ そうではないデータ

a

b

c

検証されたデータ 検証されていないデータd
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a. 気候関連の移行リスクに対して脆弱な資産又は事業活動の数値及びパーセンテージ 

b. 気候関連の移行リスクに対して脆弱な資産又は事業活動の規模に関する情報 

気候関連の物理的リスクについても、同様の開示を行わなければならない（第 80 項）。

また気候関連の機会についても、気候関連の機会と整合した資産又は事業活動に関して同

様の開示を行わなければならない（第 81 項）。 

【図表 53】 気候関連の移行リスク、物理的リスク及び機会に関する開示 

 

いずれも、a については ISSB 基準の要求事項と同じである。b については、ISSB 基準と

まったく同じではないものの、その開示目的を満たす情報の開示を SSBJ基準において要求

している。「規模に関する情報」としているのは、定量的情報による開示を行うことが望

ましいと考えられるものの、企業が表現しようとするものをより忠実に表現できる方法を

認めることが適切と考えられたためである（BC186 項）。 

また、「リスクに対して脆弱な資産又は事業活動」や「機会と整合した資産又は事業活

動」については、企業が表現しようとするものを忠実に表現するため、企業の置かれた状

況に即して、その範囲を画定するための考え方を企業が整理したうえで、当該考え方に従

って開示の対象とする資産又は事業活動を決定することが考えられる。そのうえで、気候

関連の移行リスク、物理的リスク及び機会に関する産業横断的指標等の開示を行うにあた

り、「リスクに対して脆弱な資産又は事業活動」や「機会と整合した資産又は事業活動」

にどのような資産又は事業活動が含まれるのかに関しても、あわせて開示することが考え

られる（BC188 項及び BC189 項）。 

気候関連の
移行リスク

数値及びパーセンテージ

規模に関する情報

気候関連の移行リスクに
対して脆弱な資産等の

少なくとも
いずれかを

開示

気候関連の
物理的リスク

数値及びパーセンテージ

規模に関する情報

気候関連の物理的リスク
に対して脆弱な資産等の

少なくとも
いずれかを

開示

気候関連の
機会

数値及びパーセンテージ

規模に関する情報

気候関連の機会
と整合した資産等の

少なくとも
いずれかを

開示
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⑪ 資本投下に関する開示 

気候関連のリスク及び機会に投下された資本的支出、ファイナンス又は投資の金額を開

示しなければならない（第 82 項）。 

「気候関連のリスク及び機会に投下された資本的支出、ファイナンス又は投資」につい

ても、企業が表現しようとするものを忠実に表現するため、企業の置かれた状況に即して、

その範囲を画定するための考え方を企業が整理したうえで、当該考え方に従って開示の対

象とする資本的支出、ファイナンス又は投資を決定することが考えられる。そのうえで、

資本投下に関する産業横断的指標等の開示を行うにあたり、「気候関連のリスク及び機会

に投下された資本的支出、ファイナンス又は投資」にどのような資本的支出、ファイナン

ス又は投資が含まれるのかに関しても、あわせて開示することが考えられる。 

⑫ 内部炭素価格に関する開示 

内部炭素価格を意思決定に用いている場合、次の事項に関する情報を開示しなければな

らない（第 83 項）。 

a. 内部炭素価格の適用方法 

b. 温室効果ガス排出に係るコストの評価に用いている内部炭素価格 

【図表 54】 内部炭素価格に関する開示 

 

なお、2024 年 3 月に公表した公開草案では、SSBJ 基準独自の定めとして、次の定めを

追加することを提案していたが、SSBJ 基準の内容を可能な限り ISSB 基準にあわせるため、

これらの定めは削除している。 

a. 内部炭素価格を意思決定に用いており、同じ目的において複数の内部炭素価格を意思

決定に用いている場合、温室効果ガス排出に係るコストの評価に用いている内部炭素

価格に関する情報を開示するにあたり、それぞれの内部炭素価格を開示しなければな

らない。ただし、この同じ目的に用いている内部炭素価格を範囲（最小値と最大値）

で示すことができる。 

b. 内部炭素価格を意思決定に用いており、複数の目的（例えば、投資判断、移転価格及

びシナリオ分析）で内部炭素価格を意思決定に用いている場合、それぞれの目的につ

いて内部炭素価格の適用方法及び温室効果ガス排出に係るコストの評価に用いている

内部炭素価格に関する情報を開示しなければならない。 

内部炭素価格

内部炭素価格の適用方法

温室効果ガス排出に係るコストの評価に用いている
内部炭素価格
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⑬ 報酬に関する開示 

気候関連の評価項目が役員報酬に組み込まれている場合、次の事項に関する情報を開示

しなければならない（第 84 項）。 

a. 気候関連の評価項目を役員報酬に組み込む方法 

b. 当報告期間に認識された役員報酬のうち、気候関連の評価項目と結び付いている部分

の割合 

【図表 55】 報酬に関する開示 

 

この定めは ISSB 基準の要求事項と同じである。 

一方、気候関連の評価項目が役員報酬に組み込まれているものの、他の評価項目とあわ

せて役員報酬に組み込まれており、気候関連の評価項目に係る部分を区分して識別できな

い場合は、その旨を開示したうえで、気候関連の評価項目を含む評価項目全体についてこ

の開示を行うことができる（第 85 項）。 

【図表 56】 気候関連の評価項目に係る部分を区分して識別できない場合 

 

役員報酬の評価項目は、必ずしも気候関連の評価項目とそれ以外の評価項目に区分して

識別できるとは限らないと考えられるため、SSBJ 基準においてこの定めを追加している

（BC199 項）。 

(3) 産業別の指標 

企業に関連する産業別の指標のうち、主なものを開示しなければならない。開示する産

業別の指標を決定するにあたり、ISSB が公表する「産業別ガイダンス」に記述されている、

開示トピックに関連する産業別の指標を参照し、その適用可能性を考慮しなければならな

い。考慮した結果、適用する場合と適用しない場合とがある（第 86 項）。 

報 酬

気候関連の評価項目を役員報酬に組み込む方法

当報告期間に認識された役員報酬のうち、
気候関連の評価項目と結び付いている部分の割合

気候基準第85項で
認めているケース

基本報酬部分

例：気候関連 例：生物多様性関連

例：水資源関連の評価項目
（企業によりさまざま）
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(4) 気候関連の目標の特定 

戦略的目標の達成に向けた進捗をモニタリングするために設定した定量的及び定性的な

気候関連の目標並びに企業が活動する法域の法令により満たすことが要求されている目標

がある場合、これらの目標について定められた開示を行われなければならない。これらの

目標には、温室効果ガス排出目標を含む（第 92 項）。 

目標を設定し、当該目標の達成に向けた進捗をモニタリングするために用いる指標を識

別し、開示するにあたり、産業横断的指標等及び産業別の指標を参照し、その適用可能性

を考慮しなければならない。目標の達成に向けた進捗を測定するための指標を企業が作成

した場合、その指標について定められた開示を行わなければならない（第 96 項）。 

(5) 温室効果ガス排出目標 

温室効果ガス排出目標を開示する場合、一般的な目標について要求される開示に加え、

温室効果ガス排出目標に関する追加の開示を行わなければならない（第 97 項）。 

また、温室効果ガス排出の純量（ネット）目標を開示する場合、関連する総量（グロス）

目標も別個に開示しなければならない（第 98 項）。 

7. 適用時期及び経過措置 

(1) 適用時期 

気候基準は、適用基準及び一般基準を同時に適用しなければならない（第 100 項）。ま

た、公表日以後終了する年次報告期間に係る気候関連開示から適用することができる（第

101 項）。 

(2) 経過措置 

気候基準を適用する最初の年次報告期間において、比較情報を開示しないことができる

（第 102 項）。 

また、気候基準を適用する最初の年次報告期間のみ、次の経過措置を適用することがで

きる（第 103 項）。 

a. 気候基準を適用する最初の年次報告期間の直前の年次報告期間において、温室効果ガ

ス排出の測定に GHG プロトコル又は法域の当局もしくは企業が上場する取引所が要

求している方法以外の測定方法を用いている場合、追加の開示を行ったうえで当該測

定方法を用いることができる。 

b. スコープ 3 温室効果ガス排出（ファイナンスド・エミッションに関する追加的な情報

を含む。）を開示しないことができる。 
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これらの経過措置を適用した場合、その後の報告期間において比較情報として情報を表

示するにあたり、当該経過措置を引き続き適用することができる（第 104 項）。 

IX. SSBJ 基準と ISSB 基準の違い 

1. 違いの種類 

「Ⅴ．SSBJ 基準総論」の「５．開発にあたっての基本的な方針」で述べたとおり、SSBJ

基準は原則として ISSB 基準の要求事項をすべて取り入れている。しかし、次のような場合

に、SSBJ 基準が ISSB 基準と異なることがある。 

 法令に別段の定めがある場合 

 任意で SSBJ 基準に従った開示を行う場合 

 SSBJ 基準独自の選択肢を追加する場合 

 SSBJ 基準で追加的に開示を求める場合 

なお、SSBJ と ISSB は、SSBJ 基準と ISSB 基準の間の整合性を確認しており、SSBJ は、

「SSBJ 基準と ISSB 基準の差異の一覧」を SSBJ のウェブサイトにおいて公表している。ま

た、「SSBJ 基準と ISSB 基準の項番対照表」も公表している5。 

2. 法令に別段の定めがある場合 

SSBJ 基準に共通する内容として、SSBJ 基準では、法令に別段の定めがある場合、当該

法令の内容が SSBJ 基準の定めに優先することとしている。なお、このような法令がない場

合、この論点に関して ISSB 基準の要求事項と差異はない。 

3. 任意で SSBJ 基準に従った開示を行う場合 

より多くの企業が SSBJ 基準に従いサステナビリティ関連財務開示を作成することを奨励

すべきとの考えから、SSBJ 基準では、一部の事項について、任意で SSBJ 基準に従った開

示を行う場合に、例外的な取扱いを認めている。任意で SSBJ 基準に従った開示を行う場合

とは、法令の定めに基づき SSBJ 基準を適用するのではなく、企業が自発的に SSBJ 基準の

すべての定めに準拠した開示を行う場合をいい、法令の定めに基づき SSBJ 基準の適用時期

を早める場合は該当しないと考えられる。 

具体的には、情報の記載場所、同時の報告、比較情報の開示及び経過措置に関連して、

例外的な取扱いを認めている。 

 
5 https://www.ssb-j.jp/jp/news_release/402639.html 

https://www.ssb-j.jp/jp/news_release/402639.html
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4. SSBJ 基準独自の選択肢を追加する場合 

SSBJ 基準独自の選択肢を追加する主な項目は、気候基準に関連するものである。具体的

には、SSBJ基準では、ISSB基準と同様の定めに加え、次のような選択肢を追加している。 

 スコープ 2温室効果ガス排出について、ISSB基準で要求している契約証書に関する情報

に代えて、マーケット基準によるスコープ 2 温室効果ガス排出量を開示することができ

る。 

 気候関連の移行リスク、気候関連の物理的リスク及び気候関連の機会に関連して、資産

又は事業活動の数値及びパーセンテージに代えて、資産又は事業活動の規模に関する情

報を開示することができる。 

 報酬関連の評価項目が役員報酬に組み込まれているもののその他の評価項目と結び付い

て役員報酬に組み込まれており、気候関連の評価項目に係る部分を区分して識別できな

い場合、気候関連の評価項目を含む評価項目全体について開示することができる。 

 ファイナンスド・エミッションに関する資産運用に関する活動、商業銀行に関する活動

及び保険に関する活動について、基準の定義を用いることができる。 

 当面の間、GICS を使用して産業別に分解したファイナンスド・エミッションの絶対総

量及びグロス・エクスポージャーに関する情報の開示をしないことができる。 

5. SSBJ 基準で追加的に開示を求める場合 

「Ⅴ．SSBJ 基準総論」の「５．開発にあたっての基本的な方針」で述べたとおり、SSBJ

基準では、個別に検討したうえで必要と認められる場合に ISSB 基準の要求事項に追加した

定めを置いている。 

具体的には、適用基準では、次の定めを追加している。 

 指標の表示単位に関する定め 

 サステナビリティ関連財務開示の公表承認日及び承認した機関又は個人の名称の開示 

 法令の要請に基づき SSBJ 基準に従った開示を行う場合の当該法令の名称の開示 

また、気候基準では、次の定めを追加している。 

 温室効果ガス排出の表示単位に関する定め 

 GHG プロトコルとは異なる方法により測定することを選択し、かつ、当該方法により

測定した温室効果ガス排出量に重要性がある場合、GHG プロトコルにより測定した排

出量と GHG プロトコルとは異なる方法により測定した排出量の内訳の開示 

 スコープ 3 温室効果ガス排出のカテゴリー別の内訳の開示 
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X. SSBJ の今後の対応 

ISSB は、ISSB 基準の開発を継続するとしており、今後、ISSB により ISSB 基準が新規

に公表される又は既存の ISSB 基準が改訂されることが想定される。また、SSBJ 基準を開

発する過程では、ISSB 基準の要求事項が必ずしも明確ではなく、ISSB を利用するにあた

って基準をどのように解釈するのかについて明らかではないものも見受けられた。したが

って、SSBJ 基準を適用した結果として開示される情報が、ISSB 基準を適用した結果とし

て開示される情報との比較可能性を大きく損なわせないものとなる状態を維持するには、

今後も対応が必要になると考えられる。 

具体的には、SSBJ では、今後、次のように対応する予定である。 

 ISSB により ISSB 基準が新規に公表される又は既存の ISSB 基準が改訂される場合、

SSBJ において、SSBJ 基準における取扱いについて可及的速やかに検討を開始する。 

 ISSB により教育的資料等が公表された場合、SSBJ において、補足文書の公表の要否に

ついて可及的速やかに検討を開始する。 

 SSBJ 基準の実務への適用を行う過程で、SSBJ 基準における定めが明確であるものの、

これに従った開示を行うことが実務上著しく困難な状況が関係者により識別され、その

旨 SSBJ に提起された場合には、その内容を公開し、別途の対応を図ることの要否を

SSBJ において検討する。 

 SSBJ 基準の実務への適用が行われた後にも、SSBJ 基準を適用した結果として開示され

る情報が、ISSB基準を適用した結果として開示される情報との比較可能性を大きく損な

わせないものとなるようにすることを意図して、国内外の開示実務をモニタリングし、

必要に応じて、SSBJ 基準の定めを修正することを検討する。 

XI. むすびに代えて 

SSBJ 基準は、当初は任意での適用からスタートすることとなる。どの企業に対していつ

から SSBJ 基準の適用が求められるのかは金融庁が定める規則の内容次第であるが、早い段

階から SSBJ 基準の内容についてご理解いただき、開示の準備を進められることをお勧めし

たい。 

同時に、ISSB において ISSB 基準が改訂されることが予定されており、また、GHGプロ

トコルについても改訂作業が進められていることなどから、今後の変化に備え、一定の柔

軟性をもっておくことも必要であると考えられる。サステナビリティ関連財務開示そのも

のについても、レジリエンス（不確実性に対応する能力）が求められているといえる。 

本稿が SSBJ 基準の概要やその趣旨をご理解いただくための一助となれば幸いである。 

以 上 


